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Ⅰ 中期目標期間の実績概要 

１．組織の特徴 

（１）目的 

   教育推進室は平成 15 年５月 15 日に設置され，「本学の教育に関する理念及び将来

構想を提言するとともに，教育に関する改革・改善の施策の策定及び推進，教育環境

の整備，教育交流・連携の推進並びに教育に係る諸問題への対処等の教育支援業務を

統括することにより，本学における教育の効果的かつ円滑な推進に資する」ことを設

置目的としている。 

 

（２）特徴 

   全部局からの教育担当教員（教育企画員）及び学生窓口を担当している部署の事務

職員とで構成している融合組織である。 

 

（３）体制 

   教育推進室は教育担当理事・副学長を室長とし，本学専任教員からなる教育企画員

のうち１名及び学務部長を室長補佐としている。また，教育推進室には，教育理念及

び将来構想に関する事項，教育に係る全学的指針に関する事項並びに厚生補導に関す

る事項の企画・立案に関することを業務とする「教育企画班」と教育に関する具体的

事項の策定及び推進並びに各学部・研究科教育関係委員等との連携・協力に関する業

務を行う「教育推進班」の２班が置かれ，各班は教育企画員と室付の事務職員（教務

課長，学生支援課長，入試課長，国際部留学生交流課長，すずかけ台地区学務課長）

により構成している。「教育企画班」においては教育企画会議を，「教育推進班」にお

いては教育推進会議を，それぞれ遂行している。また，教育企画会議の下に特定業務

を遂行するための各種専門委員会，教育推進会議の下に全学科目教育協議会，学生生

活協議会等を設置し全学で統一された教育体制や学生の支援体制を整備している。 

なお，平成 18 年度には，教育担当理事・副学長をセンター長とする学生支援セン

ターを設置し，本学学生への，修学面，健康面，生活及び進路選択等，学生のニーズ

に応じた様々なサービスや支援を行うための体制を整備した。教育推進室と学生支援

センターは，ともに教育担当理事・副学長を責任者として組織され，学生支援センタ

ー運営委員会委員のうち数名の委員を教育推進室長が指名するなど緊密な連携のもと

運営している。 

また，教育の質向上を図るため，平成 27 年度には，「教育の質保証体制の構築」

「教育能力開発」「教育学習環境開発」を３つの柱とする教育革新センターを設置

し，これまで教育推進室で実施していた FD 研修のさらなる充実，オンライン教育環

境の企画・整備等の活動を行っている。 
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２．実績の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

   本学の「入学者に求める資質と能力（アドミッション・ポリシー）」を基に，平成

23 年度より学部・学科，研究科・専攻ごとに「入学者選抜方針」及び「入学者に求め

る能力と適性」等を策定するとともに，平成 25 年度以降の入試募集要項等に「入学

者に求める能力と適性」を掲載し，これに即した人材を受け入れてきた。平成 28 年

度以降の新組織においても，学院及び新教育単位となる系における必要なアドミッシ

ョン・ポリシーを策定し，平成 28 年度入学者についてこれに即した人材の受け入れ

を行っている。 

 

（２）創造性育成科目 

   学生が能動的・発見的に学修する機会を設け，新しいものや技術，アイディアを生

み出すための創造力を育むことを目的として創造性育成科目を選定し実施している。

東京工業大学「教育推進室」の組織図
( Educational Planning Office )

「 教 育 推 進 室 」

室 長

（理事・副学長（教育・国際担当））

室 長 補 佐

（副学長（教育運営担当）・学務部長）

教育企画会議

○教育企画員

○教育推進室付

教務課長

学生支援課長

入試課長

留学生交流課長

すずかけ台地区

学務課長
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実施委員会
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○教育推進室付
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全学科目教育協議会 学生生活協議会 類連絡会議

学部・研究科教育委員会

実施委員会



教育推進室（入試室） 

3 

毎年課題の抽出を行い，創造性育成科目の改善（スタートアップ資金，新入生向けパ

ンフレット作成等）へと結びつける PDCA サイクルを確立するとともに，本学の特徴

であるハンズオン教育の発展に努めている。創造性育成科目事例発表会は，平成 24

年度から毎年度開催し，創造性育成科目間の連携を図ることで，講義の質向上を実現

している。 

 

（３）国際フロンティア理工学教育プログラム 

   平成 26 年度より，学士課程の初年時教育を強化する国際フロンティア理工学教育

プログラムを新たに開始し，教育改革の一環として，科学技術の面白さを体感できる

講義を試行開講した。 

 

（４）教養と専門の連携強化 

   平成 28 年度から実施する教育改革に合わせて，カリキュラム改革の具体策を策定

するとともに，専門教育と教養教育の連携を一層強化し，豊かな教養と高い専門性の

習得が可能な教育を行うために，横断科目群を設置し，この実施体制を整えた。 

 

（５）英語カリキュラム・英語による授業の拡充 

   学士課程の基礎専門科目等において，外国人教員の配置等を行うことにより，授業

を日本語と英語で実施する体制を整備して，英語カリキュラムを充実させた。大学院

課程においては，英語による授業を拡充し，学内外での英語学修機会を充実させた。 

 

（６）学生が海外で活動する機会の増加 

   東工大留学フェアの毎年開催など海外留学に関する情報の提供，英語による意見交

換の場 Think Aloud の開催など，キャンパス内外で英語に接する場を充実させた。ま

た３ヶ月以上の海外留学を博士後期課程科目として認定するようにしたほか，修士学

生の海外留学期間を延長するようにする等，海外派遣・交流事業を多数推進した。 

 

（７）多様な学習が可能な教育システムの整備 

   各学習課程に学習目標・学習内容を明記し，科目と学習内容との相関を定めるなど

の改善を行い，学生に自主性を促す体系的な履修計画を策定している。また，全学的

に修士課程教育の見直しを行い，学生にカリキュラム内容等の説明を行った。平成 28

年度以降の入学者全員に教員をアカデミック・アドバイザーとして配置することと

し，学生が自主的・体系的に学習に取り組む環境を整備した。 

 

（８）論文研究における多面的な教育の実施 

   大学院教育課程において，副指導教員や複数教員による論文指導など，全ての専攻

において複数教員による論文研究の組織的指導が定着した。また，平成 28 年度の学

院体制移行に伴い，指導体制を，学士課程・大学院課程を問わずアカデミック・アド

バイザー制度に移行し，全学的な組織的指導体制を構築することを決定した。 
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（９）多様な教育の提供 

   専攻の枠を越えて，延べ 29 の特別教育研究コースを開設した。平成 28 年度以降

は，複数の系又はコースが共同して教育を実施する特別専門学修プログラムや，学生

が選択した分野以外の広範な知識・技能を修得させる副専門学修プログラムの設置を

修士課程の各コースに義務付けるなど，新しい広域学修制度を実施することを決定

し，実施要項等を整備した。また， 四大学連合教育の継続実施のほか，国内他大学

と教育連携を進めた。さらに，国外大学等と学生交流協定を結ぶとともに，計４大学

との間でダブルディグリープログラムによる学位取得を可能とした。 

 

（10）イノベーション人材養成機構 

   専門分野ごととなっている本学大学院の教育体系を修了者のアウトカムズに沿った

形に組み直し，学生のキャリアパスに合致したキャリア教育，能力養成を実施する全

学的仕組みとしてイノベーション人材養成機構を平成 25 年４月に設置し，キャリア

教育の仕組みを整備した。 

 

（11）PDCA サイクルに基づいた教育改善を行うシステムの充実 

   学部科目のみで行っていた授業評価について，平成 23 年度後期から大学院科目で

も Web にて開始し，平成 27 年度には，授業評価結果をより効果的に教育の改善に結

びつけることができるよう，集計時間を Web ベース並みに保った上で回答率の向上を

図るため，後期からマークシートを使用するなど，授業評価の方法を常に改善した。 

また，教育推進室と各学部等が教育改善方法を論議した結果，「教育の質保証体制

の構築」「教育能力開発」「教育学習環境開発」を３つの柱とする教育革新センターを

平成 27 年４月に設置した。 

 

（12）FD 研修の実施体制の改善 

   平成 22 年度から，一泊二日の合宿型 FD 研修｢学部･大学院 FD 研修｣を開始した。そ

の後，見直しを行い，平成 26 年度からは，授業設計やアクティブ・ラーニングの手

法，英語による教授法等の実践的な内容の FD 研修を実施している。さらに，平成 27

年４月に設置された教育革新センターにおいて，年度内に計 31 回の FD 研修を実施し

た。 

 

（13）教育コンテンツの配信 

   新たに edX コンソーシアムに加盟し，世界に向けて本学の教育コンテンツの配信

を開始する等， TOKYO TECH OCW/OCW-i の整備とともに本学学生にとっても講義前後

の学習に有効な ICT を活用したオンライン教育環境を整備している。 

 

（14）教務 Web システムの整備 

   平成 28 年度から始まる教育改革を着実に実行するため，必要な改修を行った他，
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シラバスの入力機能を教務 Web システムに追加し，実装した。この入力機能を用いて

日本語版・英語版のシラバスを作成し，平成 28 年度開講予定全科目の約 96％のシラ

バスを平成 27 年度中に TOKYO TECH OCW にて公開した。 

 

（15）アクティブ・ラーニング講義室の整備 

   多様な授業形態に対応できるように，可動式の机・椅子を配置したアクティブ・ラ

ーニング対応の講義室，劇場型教室等を新たに整備するとともに，既存の講義室につ

いても設備改善を行って，授業環境の改善を図り，学生の学習環境の整備を行った。

また，アクティブ・ラーニング対応型講義室の使用方法等についての研修を，教員へ

実施した。 

 

（16）学生支援センターの運営 

   学生支援センターをさらに学生支援の中核として機能させ，キャリア支援について

特化した別の組織を設置するなど，学内の変化に順応した機能の見直しを行うこと

で，運営体制を強化した。また，学生相談部門と自律支援部門間の連携の強化につい

ては，複数名の教員が両部門下の委員会のどちらにも携わることで実施されている。

なお，平成 28 年度からの教育改革に向けて，自主的に学修する学生をサポートする

ため，修学支援部門を設置することが決定し，また，障害学生を支援するため，同じ

く平成 28 年度にバリアフリー支援部門を設置することが決定した。 

 

（17）学生への経済的支援 

   日本学生支援機構の奨学金受給者は，平成 27 年度末で全学生の約 24％となってい

るほか，民間奨学団体や地方公共団体の奨学金については，学生支援課が情報提供や

出願手続き等に関して積極的に支援を行っている。入学料・授業料免除に関しては，

入学料の免除及び徴収猶予基準・授業料免除基準を定めており，文部科学省が定める

免除可能額基準を満たす最大限の免除額としているほか，本学独自の複数の奨学金を

現状で７件設置し学生からのニーズに対応している。 

 

（18）学勢調査 

   学生支援センター自律支援部門の学勢調査ワーキンググループの指導下で，学生ス

タッフにより平成 22，24，26 年度において学勢調査を実施した。調査・分析・提言

を学生スタッフが行っており，キャンパスライフの充実のため，学生の意見を大学運

営に反映させる実施体制が充実している。 

 

（19）学生によるサポーター活動 

   キャンパスガイド，広報サポート，ピアサポート等，広い視野を養う機会となる場

を積極的に提供するために，学生サポーターを支援する仕組みを整備・強化する必要

があるとの認識の下，サポーター制度の支援体制に関する検討を行い，従来の一律に

支援するあり方を改め，学生支援センター運営委員会において，支援体制の改善策を
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策定し実施している。 

 

（20）高大連携教育システム 

   附属科学技術高等学校と大学が連携して高大連携教育の内容を検証・改善しなが

ら，高校における訪問授業，合宿形式による高大連携サマーチャレンジ，サマーレク

チャー，課題研究，さきがけ教育を平成 22～27 年度に亘って実施した。 

高大連携教育に沿った入学者選抜については，本学附属高校に加えて，平成 24 年

度からはお茶の水女子大学附属高等学校を，平成 27 年度からは東京学芸大学附属高

等学校を対象校に加え，発展を図った。 

 

（21）博士課程教育リーディングプログラム 

   平成 23 年度に，既存の研究科を横断した修士課程・博士課程一貫型の全学的教育

プログラムを実施する「グローバルリーダー教育院」を立ち上げたほか，「環境エネ

ルギー協創教育院」，「情報生命博士教育院」及び「グローバル原子力安全・セキュリ

ティ・エージェント教育院」を設置し，本学リーディング大学院として博士課程教育

の改革を牽引した。 

 

（22）グローバル人材育成事業の実施 

   経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援（旧：グローバル人材育成推進

事業）により「グローバル理工人育成コース」を平成 25 年度から開設し，学士課程

においてグローバル人材育成の教育を進めた。春・夏の長期休業期間中に，10 プログ

ラム以上の学部生向けの超短期派遣プログラムを実施するなど，学部生の短期留学を

行う機会を前年度から引き続き提供し，平成 27 年度は，31 名がコースを修了した。 

 

（23）寮・宿舎 

   寮整備検討部会を設置し，すずかけ台地区における留学生寄宿舎等の整備について

検討を行ったほか，学生の住居環境を把握し今後の学生・外国人研究者のための寮・

宿舎の充実・改善及び学生サービスの向上のためアンケートを実施し，その結果に基

づき，寮整備検討部会が今後の寮整備の基本的方針を策定した。 平成 25 年度に川崎

市高津区に設置を決定した民間等との提携寮『梶ヶ谷国際寮』の入居者公募を平成 26

年度より開始した。平成 27 年度には，教職員用の大岡山宿舎 CC 棟を学生寮として改

修工事を実施し，平成 28 年度から入居できるよう整備を行った。また，平成 27 年９

月に本学が賃貸借契約をしている洗足池国際交流ハウス（学生寮）の契約期間が満了

することに伴い，当該建物所有者と覚書を締結し，今後，新しく建て直した新築物件

を本学学生寮として，賃貸借契約を交わすよう交渉を進めた。 

 

（24）学士課程入学者選抜の改革 

本学で学ぶための十分な学力と高い資質を備えた学生を受け入れるため，学部入試

制度の見直しを行い，平成 24 年度入学者より，推薦入試（１類），AO 入試（２～７
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類）を取り入れる大幅な入試改革を実施した。また，平成 28 年度入学者より，海外

にいる優秀な外国人を選抜する国費外国人留学生優先配置入試を実施した。 

 

（25）アドミッションセンターの設置 

   平成 23 年度に広報活動と入学者選抜等に関する調査・分析，研究及び企画立案を

行う組織として，アドミッションセンターを設置した。同センターは，学内外におい

て高校生・受験生のための説明会や講演会などを開催するとともに，各教員が出身校

を中心として，全国各地の高校へ出向き，出張講義や相談会をコーディネートするな

ど，入試に係る広報活動の強化を図っている。  
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Ⅱ 特記事項 

１．優れた点 

（１）国際フロンティア教育プログラム 

   平成 26 年度より，学士課程の初年時教育を強化する国際フロンティア理工学教育

プログラムを新たに開始し，教育改革の一環として，国内外に類を見ない先端機器を

用いた授業を可能とする講義室である東工大レクチャーシアターで，科学・技術の面

白さを体感できる「科学・技術の最前線」，ハンズオン教育を主とする「科学・技術

の創造プロセス」を各類において開講し試行した。また，国際性の涵養という観点か

ら，第 25 回英国科学実験講座クリスマス・レクチャー日本公演 2015 を東工大レクチ

ャーシアターにおいて開催し，本学の学生及び一般の方から参加者を募り，先進技術

を交えながら，科学技術を体感させるイベントを行った。 

 

（２）創造性育成科目 

   創造性育成科目の学内への周知や科目の促進・拡大を図るため，教育推進室 HP や

メールニュースを使った広報を行うとともに，パンフレットを作成し配布した。平成

24 年度からは，毎年度「創造性育成科目事例発表会」を開催し，講義事例の紹介・教

員同士の意見交換会・パネルディスカッションを実施し，事例発表会での議論を元

に，産学連携の強化や留学生 TA を活用した国際化の取り組みなど，創造性育成科目

の見直しと改善を行った。創造性育成科目の選定科目である「バイオクリエーティブ

デザインⅡ」では，受講生によって構成された学生チームが，iGEM 世界大会で最優秀

部門賞を，大会史上初となる３年連続獲得した。 

 

（３）イノベーション人材養成機構 

   専攻の枠を越えた学内連携をさらに推進するため，平成 25 年度にイノベーション

人材養成機構を設置し，大学院修了者のアウトカムズに沿ったキャリア教育の仕組み

を整備した。Career Talk やドクターズキャリアフォーラム等のイベントを毎年開催

し，平成 26 年度から博士後期課程学生に対してキャリア科目単位取得を学位取得要

件とすることを専攻ごとに定め，学生のキャリアパスに応じたキャリア能力を養成す

る教育を実施している。また，平成 28 年度から修士課程及び博士後期課程の修了要

件として全ての学生にキャリア科目を必修として課すことを決定し，開講科目の準備

を行い，キャリア教育の強化を図った。 

 

（４）教育革新センター 

   教育の質向上を図るため，平成 27 年４月に「教育の質保証体制の構築」「教育能力

開発」「教育学習環境開発」を３つの柱とする教育革新センターを設置した。教育革

新センターでは，平成 28 年度から実施する教育改革を推進するため，これまで教育

推進室で実施していた FD 研修をさらに充実させ，平成 27 年度中に 30 回超の FD 研修

を実施し，延べ 400 名超の教職員が受講した。また，「教育革新シンポジウム」を開
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催し，本学の FD 活動情報の発信を行った。 

 

（５）TOKYO TECH OCW/OCW-i 

   携帯電話からアクセスできる携帯版 OCW-i の開設，音声・動画配信機能，クリッカ

ー機能，前年度以前に公開されたシラバスを参照できるシラバスアーカイブ機能等の

追加を行い，OCW/OCW-i 利用促進のため機能充実を図った。 

   TOKYO TECH OCW の月平均アクセスページビュー(PV)は，平成 27 年度には 121 万

PV/月となっており，TOKYO TECH OCW は受験生，大学生，社会人等さまざまなユーザ

から幅広く利用されているとともに，本学の教育ブランドの向上に寄与している。 

 

（６）教務 Web システム 

   教務 Web システム利用者の利便性の向上等を目的として，システムの利用について

学生に対する調査や教員からの意見聴取を行い，対処できるものについては改善を実

施するとともに，日本語・英語の２ヶ国語対応の実現等，新たな機能を順次追加し

た。平成 28 年度より全ての開講科目においてシラバスを作成することに伴い，利用

者の利便性の向上等を目的としてシラバス入力機能を追加した。 

 

（７）MOOCｓ 

   オンライン学習環境を充実させるため，MOOCs（Massive Open Online Courses）の

一つである edX コンソーシアムに加盟し，教育革新センターのオンライン教育開発

室において，このプラットフォームで提供するコンテンツの制作に着手し，平成 27

年度に２件コンテンツの作成に着手した。着手したコンテンツのうち，完成して公開

した１コンテンツにおいて，世界 155 カ国の学生合計 5,400 名以上の登録があった。 

 

（８）アクティブ・ラーニング講義室 

   アクティブ・ラーニング等の学生の主体的・協同的な授業形態へ対応するため，可

動式の机・椅子，電子黒板及び学生グループ用にタブレット等を備えたアクティブ・

ラーニング対応型講義室を平成 26 年度に７室設置した。 

また，平成 26 年度に既存の階段教室を，国内外に類を見ない先端機器を用いた授

業を可能とする劇場型教室（レクチャーシアター）に改修し，世界的に著名な発見・

発明者を招き，実験や観察などを含めた創造的経験を学生へ提供することを可能とし

た。 

 

（９）学生支援 

   学生支援の中核として学生支援センターが有効に機能し，その運営体制を強化する

ために，学内の状況の変化に順応した部門の改編を行っている。 

相談体制の充実，啓発活動の実施のいずれについても，学生支援センターに設置さ

れたカウンセリング•ハラスメント対策検討委員会において，全学での相談体制及び

啓発活動現状の把握•分析を行い，検討結果を各相談窓口での実践と連携，体制整備
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に活かしている。 

また，サポーター制度の内容は多岐に渡り，それぞれの内容を精査しながらサポー

ター学生への適切な支援体制を構築している。さらに，サポーター学生の活動成果

は，それぞれの担当部署を通して，大学の運営に活用されている。 

なお，TRA 意識調査や学勢調査の結果を分析しながら，学生のニーズに基づき，本

学独自の複数の奨学金を設置するなどして，罹災学生や留学生に対する高額医療費や

寮費の支援も含めた，幅広い経済支援を実施している。 

 

（10）博士課程教育リーディングプログラム 

既存の研究科を横断した修士課程・博士課程一貫型の全学的教育プログラムを実施

する「グローバルリーダー教育院」及び「環境エネルギー協創教育院」，「情報生命博

士教育院」，「グローバル原子力安全・セキュリティ・エージェント教育院」を設置

し，本学リーディング大学院として博士課程教育の改革を牽引してきた。平成 26 年

度には，平成 23 年度に採択された３プログラム（環境エネルギー協創教育院

（ACEEES），情報生命博士教育院（ACLS），グローバル原子力安全・セキュリティ・エ

ージェント養成（U-ATOM））が，博士課程教育リーディングプログラム委員会による

中間評価を受けた結果，ACEEES が最上位の「Ｓ」（計画を超えた取組），ACLS と U-

ATOM が「Ａ」（計画どおりの取組）と，全国的にみて極めて高い評価を受けた。ま

た，平成 27 年度までに，３教育院から 25 名の修了生を輩出した。 

 

（11）学士課程入学者選抜の改革 

   本学で学ぶための十分な学力と高い資質を備えた学生を受け入れるため，学部入試

制度の見直しを行い，平成 24 年度入学者より，第１類は特別入学資格試験から推薦

入試に，第２～６類は後期日程から AO 入試に，平成 27 年度入学者より，第７類でも

AO 入試を実施した。第７類は後期日程の第１段階選抜の大学入試センター試験科目を

増やすなど，アドミッション・ポリシーの求める学生像により近い新しい入試制度を

実施した。また，全ての類において前期日程の第１段階選抜をせずに基準点「600

点」を設定し，大学入試センター試験５教科７科目の成績が基準点に満たない場合

は，出願出来ないこととした。なお，アドミッションセンターにより，この入試によ

り入学した学生の３年次，４年次の成績分布を解析し，各類にフィードバックするな

ど，改革の検証を実施している。 

   また，海外からも広く優秀な留学生を受け入れるため，文部科学省の学部を対象と

した国費優先配置プログラム（28 年度入学者から３年間）を有効に利用し，海外にい

る優秀な外国人留学生を選抜する国費外国人留学生優先配置入試を実施した。 

 

（12）グローバル人材育成事業の実施 

  経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援（旧：グローバル人材育成推進事

業）により「グローバル理工人育成コース」を平成 25 年度から開設し，学士課程にお

いてグローバル人材育成の教育を進めた。コースは「国際意識醸成」，「英語力・コミュ
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ニケーション力強化」，「科学技術を用いた国際協力実践」，「実践型海外派遣」の４プロ

グラムからなり，留学生を TA としたグループワーク，「使える英語」修得のための特別

講義，学内外の専門家による講義やワークショップ，海外の大学・国際機関・企業訪問

等を実施し，国際的な視点から多面的に考えられる能力，グローバルな活躍への意欲等

といったグローバル理工人に必要な素養を育成した。 

 

（13）オープンキャンパス 

アドミッションセンターでは，広報活動の重要な柱であるオープンキャンパスにつ

いて，大幅な見直しを行い，平成 26 年度からそれまで大学祭（工大祭）と同時開催で

あったものを，夏休み期間中に単独で開催することとし，内容についても，各類の説明

会のほか，模擬講義，実験体験，本学学生によるキャンパスライフ相談会，女子学生の

ための説明会等の多様な企画を用意した結果，来場者が１万人を超えるなど，大きな効

果が得られた。 

    

 

２．特色ある点 

（１）国際フロンティア理工学教育プログラム 

   平成 27 年度に完成したレクチャーシアターにより，国内外に類を見ない元素分析

可能な電子顕微鏡等の先端機器を用いた授業を可能とした。１年生向けの授業「科

学・技術の最前線（プレ実施）」，高校生向け公開授業，クリスマス・レクチャー等を

実施した。 

 

（２）キャリア教育 

   平成 26 年度から博士後期課程学生に対してキャリア科目単位取得を学位取得要件

とすることを専攻ごとに定め，学生のキャリアパスに応じたキャリア能力を養成する

教育を実施している。また，平成 28 年度から修士課程及び博士後期課程の修了要件

として全ての学生にキャリア科目を必修として課すことを決定し，キャリア教育の強

化を図った。 

 

（３）オンライン教育 

   MOOCs（Massive Open Online Courses）の一つである edX コンソーシアムに加盟

し，このプラットフォームで提供するコンテンツの制作に着手して，平成 27 年度に

２件コンテンツの作成に着手した。うち完成して公開した１コンテンツにおいて，世

界 155 カ国の学生合計 5,400 名以上の登録があった。 

 

（４）学勢調査 

   修学及びキャンパスライフ全般に係わる学生のニーズを，積極的にかつ正確に把握

するために「学勢調査」を継続して実施し，学生ニーズに対応した措置をとるなど大
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学運営に反映した。 

 

（５）高大連携教育システム 

   高大連携教育については，高大連携教育 WG を設置して，附属科学技術高等学校と

大学が連携して実施する高大連携教育の内容を検討するとともに，入学者の追跡調査

を行ってその効果を検証してフィードバックするなど将来の望ましい高大連携教育の

内容・方法について，より広い視点での検討・改善を行っている。文科省の高大接続

改革の議論が高まる中，本学のサマーチャレンジを中核とした入学者選抜等の先駆的

な取り組みが注目されている。 

 

Ⅲ 次期中期目標期間に向けた課題等 

（１）教養教育と専門教育の連携 

   教養教育と専門教育については，これまで連携が強化できていない状況が見受けら

れたが，平成 28 年度からの教育改革では，教養教育と専門教育の連携を一層強化

し，豊かな教養と高い専門性の習得が可能な教育を行うために，横断科目群を設置す

る等行っていく。また，教養教育においては，特に文系教養科目を体系的に提供する

ことで，専門科目を社会的側面から理解できるようにするなど専門教育をサポートす

るような仕組みを整備していく。 

 

（２）学生が海外で活動する機会の充実 

   スーパーグローバル大学創成支援事業による海外派遣プログラム等，学生が海外で

活動する機会を充実させてきたが，その機会に対して学生があまり留学できていない

状況である。平成 28 年度からの教育改革において，クォーター制の導入，異文化の

理解・海外派遣を通じて実践的能力を育成する国際意識醸成・広域科目の開講，留学

に対する相談窓口・体制の充実等を図り，学生が海外で活動する機会をより充実させ

る。 

 

（３）高大接続システム改革を見据えた入学者選抜方法の策定 

   文科省が進める高大接続システム改革においては，各大学の個別入試においても，

多面的・総合的に生徒の学力を評価する仕組みを取り入れることが求められている

が，これを受けて，本学においても，類別入試のあり方を含めて新しい入試制度につ

いて検討し，実施する。 

 

 

≪第 1 期中期目標期間において抽出した課題の改善状況≫ 

（１）各種ポリシーの策定 

現時点で，教育ポリシーと学部のアドミッション・ポリシーは策定されているが，

ディプロマ・ポリシーは策定されていない。教育ポリシーに基づき，各学部・研究科
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でディプロマ・ポリシーを策定し，卒業・修了要件の見直し並びに評価方法の改善を

行っていく。また，アドミッション・ポリシーも各学部・研究科で策定し，学生の受

入方針を明示するとともに入学者選抜試験の改善を図り，さらに各学部・研究科でカ

リキュラム・ポリシーを策定し，教育体系を整備する。 

 （改善状況） 

   アドミッション・ポリシーについては，平成 23 年度に学部・大学院ともに策定を

行い，HP で公開するとともに，平成 25 年度以降の募集要項にも掲載した。ディプロ

マ・ポリシーについては，各学科・専攻で定めることとして，平成 23 年度に修得す

る能力と卒業・修了要件を定めた。カリキュラム・ポリシーについては，平成 23 年

度に各学科・専攻で策定し，平成 25 年度よりオリエンテーション時にカリキュラム

の説明と学習指導を行った。 

 

（２）学生の自主性と多様性を重んじた教育の推進 

学生の自主性を促す体系的な履修計画を策定し，それに基づく教育指導を行ってい

く。 学生の多様性に応じた教育環境を整えるため，現在実施している四大学連合複

合領域コースや清華大学との合同プログラムの他にも，国内外の有力大学及び研究機

関との連携を推進する。また，今後も学生のニーズや社会の変化に柔軟に対応し，質

の高い教育を行っていくためには，教育推進室と各学部・研究科が連携し，PDCA サ

イクルに基づいた継続的な教育改善を行うシステムを充実させていく必要がある。 

 （改善状況） 

   各学習課程に学習目標・学習内容を明記し，科目と学習内容との相関を定めるなど

の改善を行い，学生に自主性を促す体系的な履修計画を策定した。それに基づき，入

学時・学科所属時のオリエンテーションなどにおいて，学生に説明・指導した。 

平成 25 年４月にイノベーション人材養成機構を設置し，博士後期課程学生向けに

キャリア科目を開講し，学生のアウトカムズに沿ったキャリア教育を実施した。ま

た，既存の四大学連合複合領域コースの教育プログラムに加えて，東京外語大との教

育連携を推進するため，遠隔講義システムを新たに設置し，互いの大学で開講してい

る講義を配信し，学生の受講を得た。さらに，「大学の世界展開力強化事業」におい

て，将来の中長期派遣を促すための学部学生を対象とした短期派遣を実施した。 

   また，教育推進会議においては，各部局の代表者から各部局の中期計画年度計画の

取組状況を報告し，情報共有を図り，問題意識の共有や取組意欲の向上につなげるよ

うにした。 

 

（３）学生への支援の更なる充実 

現在，学生からの相談窓口として電話相談デスクを設置し，学生のみならずその家

族からの相談にも応じる支援体制を整えているが，ハラスメント・メンタルヘルス対

策を強化するために更に相談体制を充実させていく。同時に，学生・教職員の問題意

識を高めるための啓蒙活動を継続的に実施していく必要がある。また，学勢調査は順

調に行われ，学生の意見のフィードバックも行われているところではあるが，今後，
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調査内容及び実施体制の更なる充実を図る必要がある。さらに，キャンパスガイド，

広報サポート，ピアサポート等，広い視野を養う機会となる場を積極的に提供し，学

生による活動を大学運営に活用する。 

 （改善状況） 

   学生支援センターにカウンセリング・ハラスメント対策企画委員会を設置し，各相

談窓口の活動実績や課題を検討し，総合的な対策や支援体制のあり方等について提言

した。このことにより，各相談窓口が協力して広報や啓発に務めるとともに，相互に

紹介・連携を展開してきた結果，学内において，相談体制が認識され，中でも相対的

に比重の大きいカウンセリング，メンタルヘルス，キャリア相談，電話相談デスクに

ついて，相談件数の増加が見受けられる。 

また，学勢調査を継続して実施するために，学生支援センターの下に WG を置いて

運営する体制を構築し，実施体制の更なる充実を図った。 

   さらに，学生による活動を大学運営に活用するため，学生支援センター運営委員会

において，従来の一律に支援するあり方について改善策を策定するなど，各種サポー

ター制度の推進と活動支援体制の充実を図った。 
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Ⅳ 中期計画の実施状況（主担当分） 

中期計画【1】「大学のアドミッション・ポリシーに基づいて，各学部・研究科において

もこれを策定する。」に係る状況 

本学のアドミッション・ポリシーとして，求める学生像及び入学者に求める資質と能力を

定めている。それを基に，学部ごとに入学者選抜方針及び入学者に求める能力と適性を，学

科ごとに入学者に求める能力と適性を策定した。大学院については，研究科ごとに入学者に

求める能力と適性を，専攻ごとに入学者選抜方針及び入学者に求める能力と適性を策定し

た（資料１－１～５）。 

 

策定した入学者に求める能力と適性については，各学部・研究科のアドミッション・ポリ

シーとして，東京工業大学が求める学生像とともに 25年度以降の入試募集要項等に掲載し，

例えば AO 入試では，各類に対応する分野における素養や適性を評価するため，各類に対応

する分野に即した総合問題による学力検査のほか面接等を実施することで，これに即した

人材を受け入れている（資料１－６，７）。 

 

さらに，学部・専攻ごとの入学者選抜方針等は，教育推進室 HP で公表して周知を図って

いる。27 年９月時点の在学生を対象に実施した在学生アンケートでは，自身が履修する課

程におけるアドミッション・ポリシー等の教育ポリシーの内容を知っていると思うまたは

ややそう思うと回答した学生の割合は，学士課程，修士・専門職学位課程，博士後期課程と

進学するにつれて上昇しており，博士後期課程の学生では約 60％であった（資料１－８）。 

 

これまでの学部・大学院が一体となる 28 年度以降の新組織である学院及び新教育単位と

なる系においては，大学のアドミッション・ポリシー基づき，学士課程では，学院ごとに入

学者選抜方針及び入学者に求める能力と適性を，系ごとに入学者に求める能力と適性を，修

士課程・博士後期課程では，学院ごとに入学者に求める能力と適性，系ごとに入学者選抜方

針及び入学者に求める能力と適性を策定した（資料１－９）。 

 

策定した学院・系ごとの入学者に求める能力と適性は，アドミッション・ポリシーとして

東京工業大学が求める学生像とともに，28 年度入学者向けの入試募集要項等に掲載し，こ

れに即した人材を受け入れることとした（資料１－10，11）。 
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（資料１－１）アドミッション・ポリシー（全学） 

 
出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/about/policies/education/admissions.html 
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（資料１－２）「入学者選抜方針」（学部） 

 
出典：教育推進室ホームページ 

http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/edu_info/selection_course/ 
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（資料１－３）「入学者に求める能力と適性」（学部・学科）抜粋 

 

出典：教育推進室ホームページ 

http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/edu_info/aptitude_course/ 
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（資料１－４）「入学者に求める能力と適性」（研究科・専攻）抜粋 

 
出典：教育推進室ホームページ 

http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/edu_info/aptitude_research/ 
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（資料１－５）「入学者選抜方針」（専攻） 

 
出典：教育推進室ホームページ 

http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/edu_info/selection_research/ 
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（資料１－６）学部募集要項抜粋（「東京工業大学が求める学生像」「入学者に求める能力

と適性」） 

 

 

出典：平成 27 年４月入学学部募集要項 



教育推進室（入試室） 

22 

（資料１－７）「AO入試概要」 

 
（一部抜粋） 

出典：平成 28 年度東京工業大学入試ガイド 
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（資料１－８）在学生アンケート結果（アドミッション・ポリシー） 

 
（一部抜粋） 

出典：教育推進室ホームページ 
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（資料１－９）「入学者選抜方針」（学院） 

 

（一部抜粋） 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料１－10）平成 28 年４月一般選抜学生募集要項（「東京工業大学が求める学生像」 

「入学者に求める能力と適性」） 
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（一部抜粋） 

出典：平成 28 年４月一般選抜学生募集要項 
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中期計画【2】「本学で学ぶための十分な学力と高い資質を備えた学生を受け入れるとい

う視点に加え，海外からも広く優秀な留学生を受け入れる観点から，入学者選抜方法

の更なる改善を行う。」に係る状況 

本学で学ぶための十分な学力と高い資質を備えた学生を受け入れるため，学部入試制度

の見直しを行い，24 年度入学者より，第１類は特別入学資格試験から推薦入試に，第２～

６類は後期日程から AO 入試に，第７類は後期日程の第１段階選抜の大学入試センター試験

科目を増やすなど，アドミッション・ポリシーの求める学生像により近い新しい入試制度を

実施した。また，全ての類において前期日程の第１段階選抜をせずに基準点「600 点」を設

定し，大学入試センター試験５教科７科目の成績が基準点に満たない場合は，出願出来ない

こととした。実施後は前期日程の志願者が増え，志願者倍率が４倍程度の高い数値を維持し

ている（資料２－１，２）。 

さらに教育改革として 28 年４月から導入する学院・系に対応し，グローバル化に向けた

入試改革について検討を行い，修士課程の 29 年度入学入試の概要について，変更点等を 27

年度中に公表した（資料２－３）。 

 

海外からも広く優秀な留学生を受け入れる観点から，文部科学省の学部を対象とした国

費優先配置プログラム（28 年度入学者から３年間）を有効に利用し，数か国に教員が広報

活動を行うほか同時に HP や Facebook 等により，募集を行った。その結果，33 名の出願が

あり，書類審査及び口述試験により，優秀な外国人留学生を選抜した（資料２－４，５）。 

大学院では，国際大学院プログラムにおいて，対象となる英語外部テストの拡大，出願対

象者の拡大（日本国籍者の出願を認める）など，より出願しやすいよう改正を行った。 

 

また，23 年度に，広報活動と入学者選抜等に関する調査・分析，研究及び企画立案を行

う組織として，アドミッションセンターを設置した（資料２－６）。本学を目指す高校生・

受験生等に，教育・研究を体験しながら紹介することを目的としたオープンキャンパスの開

催時期を，26 年度からは，高校生，受験生や保護者が参加し易いように 10 月から８月に見

直すなど改善を重ねた結果 26 年度は約 12,000 人，27 年度は約 15,000 人と来場者が増加し

本学への関心度の高まりが感じられた。来場者にはアンケートを実施し，本学への関心度，

期待度，受験希望について検証を行った（資料２－７，８）。 

また，全国の各種説明会へ積極的に参加し，進学校からの要望に応じた模擬講義，大学説

明会に教員を派遣し，教育改革を踏まえて，次年度以降の模擬講義，大学説明会を戦略的且

つ効果的に行うための情報を収集した（資料２－９～11）。 
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（資料２－１）学部入学者選抜方法等の変更（平成 22～27 年度） 

 

出典：入試室作成資料 
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（資料２－２）前期日程志願者数，志願者倍率（平成 22～27 年度） 

 

前期日程志願者数，志願者倍率     

類 
日

程 
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

第１

類 

前

期 
4.0  5.1  5.2  4.8  4.4  4.1  

第２

類 

前

期 
3.3  3.2  3.3  3.6  3.2  3.4  

第３

類 

前

期 
3.9  3.9  3.8  4.2  4.2  4.2  

第４

類 

前

期 
4.2  4.5  4.8  5.6  5.0  5.0  

第５

類 

前

期 
3.8  4.1  4.7  4.7  4.5  4.4  

第６

類 

前

期 
4.2  4.4  4.8  4.7  4.9  5.4  

第７

類 

前

期 
3.0  3.1  2.7  2.6  2.6  2.5  

志願者倍率 3.8  4.2  4.3  4.4  4.2  4.2  

志願者数 3,286 3,613 3,999 4,101 3,857 3,803 
 

出典：入試室作成資料 
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（資料２－３）修士課程の平成 29 年度入学入試の概要 

 
出典：入試室公表資料 

 

（資料２－４）Global Scientists and Engineers Program (GSEP)（抜粋） 

 

出典：入試室公表資料 
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（資料２－５）ＧＳＥＰ選抜結果（募集人員・志願者・合格者） 

 

出典：入試室公表資料 

 

（資料２－６）入試室・アドミッションセンターの関係図 

 

出典：入試室公表資料 

（資料２－７）オープンキャンパス 2015開催報告（ホームページ）（抜粋） 

 
出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/news/2015/032784.html 
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（資料２－８）オープンキャンパス 2015 来場者アンケート結果（抜粋） 

   
出典：入試室公表資料 
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（資料２－９）模擬講義等派遣一覧（抜粋） 

 
出典：入試室公表資料 
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（資料２－10）大学説明会等参加一覧（抜粋） 

 

出典：入試室公表資料 
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（資料２－11）模擬講義等による高校等への派遣に関する実態調査結果（抜粋） 

 

出典：入試室公表資料 
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中期計画【3】「国際性を涵養するなど広い視野に立ち，理工学の最先端科学技術を体感

させる革新的な教育方法の導入等，創造性育成教育を発展させる。」に係る状況 

本学では，学生が能動的・発見的に学修する機会を設け，新しいものや技術，アイデアを

生み出すための創造力を育むことを目的として創造性育成科目を選定し実施しており，さ

らに国際性を涵養するなど広い視野に立ち，創造性育成教育を発展させるための取組を行

った（資料３－１）。 

 

創造性育成科目については，教育推進室の下に委員会を設置し検討を行っており，毎年度

「創造性育成科目事例発表会」を開催するなど，常に創造性育成科目の改善並びに発展に努

めている。 

24 年度から開催しているこの発表会では，講義事例の紹介や教員同士の意見交換会やパ

ネルディスカッションを実施している（資料３－２，３）。発表会での議論が元になり，新

規講義へのスタートアップ資金の支援を開始し，また，産学連携の強化や留学生 TA を活用

した国際化の取組など，常に創造性育成科目の見直しと改善を行っている。 

 

創造性育成科目の募集は，東工大メールニュース等の活用を図った結果，申請件数の向上

が見られ，27 年度は，選定科目が 51 件，登録科目が 85 件となった（資料３－４，５）。 

また，創造性育成科目の学内への周知や登録科目の促進・拡大を図るため，教育推進室の

HP を使った広報，パンフレットの作成・配布を行った（資料３－６）。 

 

さらに，グローバルに活躍できる人材の育成を目指すグローバル人材育成事業とものつ

くり教育研究支援センターが協働し，課題発見・解決力を養う夏季集中講義「ものつくり」

を実施した（資料３－７）。また，創造性育成科目の選定科目である「バイオクリエーティ

ブデザインⅡ」では，受講生により構成した学生チームが，iGEM 世界大会で最優秀部門賞

を，大会史上初となる３年連続獲得した（資料３－８）。 

 

また，初年次教育を強化する新たな取組として，26 年度より国際フロンティア理工学教

育プログラムを新たに開始し，教育改革の一環として科学・技術の面白さを東工大レクチャ

ーシアターで体感できる「科学・技術の最前線」，ハンズオン教育を主とする「科学・技術

の創造プロセス」を各類において開講し試行した（資料３－９）。「科学・技術の最前線」で

は，講義の中で実施した学生アンケートの結果を基に，28 年度の実施内容改善策を検討し

た（資料３－10）。また，国際性の涵養という観点から第 25 回英国科学実験講座クリスマ

ス・レクチャー日本公演 2015 を東工大レクチャーシアターにおいて開催し，本学の学生等

に，先進技術を交えながら科学技術を体感させるイベントを行った（資料３－11）。 
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（資料３－１）創造性育成科目概要 

出典：教育推進室ホームページ 

http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/creative_subject/cs_outline/ 
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（資料３－２）平成 27 年度創造性育成科目事例発表会 

 

出典：教育推進室ホームページ 
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（資料３－３）創造性育成科目事例発表会（文教ニュース・文教速報原稿） 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料３－４）平成 27 年度創造性育成科目登録・選定要領 

 

（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料３－５）平成 27 年度創造性育成科目学科・専攻別申請件数 

 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料３－６）創造性育成科目パンフレット 

 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料３－７）夏季集中講義「ものつくり」シラバス 

 
出典：TOKYO TECH OCW ホームページ 

 

（資料３－８）東工大ニュース記事（バイオクリエーティブデザインⅡ） 

 

（以下省略） 

出典：本学ホームページ 
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（資料３－９）「科学・技術の最前線」試行状況一覧 

 

（以下省略） 

出典：国際フロンティア理工学教育プログラム作成資料 
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（資料３－10）学生アンケート（科学・技術の最前線） 

 

（一部抜粋） 

出典：国際フロンティア理工学教育プログラム作成資料 
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（資料３－11）東工大ニュース記事（クリスマス・レクチャー） 

 
（以下省略） 

出典：本学ホームページ 
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中期計画【4】「豊かな教養と高い専門性を習得する観点から，教養と専門の連携を強化

した教育を実施する。」に係る状況 

本学は「一般的教養と専門的知識とを学生に修得させる」と使命を掲げ，全学科目として

人文社会科学系科目，理工系基礎科目，総合科目など各カテゴリーの科目を定めている。 

 

全学科目の科目間の連携や専門教育との連携強化のため，全学科目教育協議会規程等に

関する規程を一部改正及び制定し，全学科目教育協議会の審議事項に，新たに「全学科目と

専門科目との連携に関する事項」を追加する等して環境を整備した（資料４－１，２）。ま

た，学部から大学院までのカリキュラム全体における本学の教養・共通教育の在り方を検討

するため，WG を設置し，教養・共通教育における教育目標や本学の各課程の教育目標にお

ける位置づけも含めて明確にし，その教育目標に基づき学部・大学院授業科目の内容，構成

を見直すという考え方のもと，早急に取組むべき事項をまとめた（資料４－３）。 

 

人文社会科学系教育については，検討部会を設置し，履修体系等に関する今後の在り方及

び専門科目との連携強化等に関する改革方針を明示するとともに，文系教養科目（文系科目，

総合科目，文明科目）間の連携強化に向けた改革方針案をまとめた（資料４－４）。 

理工系基礎科目の在り方については，理学部・生命理工学部における問題点を抽出し，そ

の改善に向けた報告書をもとに，専門教育との連携を強化するなどの方策をさらに検討し

た（資料４－５）。 

また，専門科目の担当教員と理工系基礎科目の担当教員間の連絡会を設置し，理工系基礎

科目の一つである数学に係る類別の教授内容調整を行うなど，理工系基礎科目と専門教育

との連携を強化した。さらに，東工大生に相応しい基礎学力と教養の涵養を徹底する方策と

して，理工系基礎科目履修案内及び１年次のガイダンスなどの機会において，理工系基礎科

目の履修モデル，専門科目との関連性について学生に十分な説明を行っている（資料４－

６）。 

 

さらに国際性を涵養する観点から，自ら学んだ科学技術に関する深い専門知識に加えて，

それを他分野の科学技術の発展に波及させられる素養と，我が国と世界の文化の理解，技術

経営に関する知識，コミュニケーションスキルなどの人間力をもつ人材を養成することを

目的とした「グローバルリーダー教育院」を 23 年４月に設置し，豊かな教養と高い専門性

の習得が可能な教育を行う体制を整えた（資料４－７）。 

 

28 年度から実施する教育改革に合わせ，教育改革推進本部に置く部会において学士課程

から博士後期課程まで，教養教育と専門教育を有機的に関連させていく，教育カリキュラム

を策定した（資料４－８）。科目にナンバリングを行い 200 番台以降（入学後２年目以降）

の専門科目の基礎となる知識を身に付けることを可能とするため，理工系教養科目（数学・

物理学・化学・生命科学）にて科目区分毎に必修単位数を設けること等の 100 番台の教養科

目のカリキュラム改革の具体策を策定するとともに，これを基に 200 番台以降の専門科目

のカリキュラムを策定した（資料４－９，10）。専門教育と教養教育の連携を一層強化し，

豊かな教養と高い専門性の習得が可能な教育を行うために文系の教員と理工系の教員が共

同で開講する横断科目群を設置し，28 年度から始まる本学の新たな教養教育を主導するた
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め設置されるリベラルアーツ研究教育院と全ての学院が連携して横断科目を実施する体制

を整え，講義を開始することとした（資料４－11）。 

 

 

（資料４－１）全学科目教育協議会規程 新旧対照表(23.2.21) 

 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料４－２）全学科目 部会規程(23.2.21) 

 
出典：教育推進室作成資料 
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（資料４－３）教養・共通教育検討 WG 報告 

 

出典：教養・共通教育検討 WG 作成資料 
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（資料４－４）全学科目改革検討部会報告書 

 

出典：教養・共通教育検討 WG 作成資料 
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（資料４－５）理工系基礎科目の改善に向けての提言 

 

出典：理工系基礎科目検討 WG 
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（資料４－６）理工系基礎科目履修案内 

 

 

 

出典：学部学習案内 
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（資料４－７）「グローバルリーダー教育院」概要 

 

（一部抜粋） 

出典：グローバルリーダー教育院ホームページ 
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（資料４－８）平成 28年度からの教育カリキュラム 

 
出典：東工大ホームページ 

 

（資料４－９）教育改革後の 100 番台科目一覧（一部抜粋） 

 
出典：教務課作成資料 
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（資料４－10）200 番台以降の系・コース科目の例（電気電子系・電気電子コース） 

 

（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 
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（資料４－11）横断科目群開講予定科目一覧 

 

（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 
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中期計画【5】「学士課程の英語カリキュラムを充実するとともに，大学院課程において

は英語による授業を拡充する。また，外国人教員の配置等により基礎専門科目等の授

業を日本語と英語で実施する体制を整備するなど，グローバル人材育成に向けた取組

を強化する。」に係る状況 

学部の英語カリキュラム充実について検討するため WG を設置し，分析と制度検証を行っ

た結果，学部５学期に基準設定点の到達を求める「英語５」の科目の位置づけが曖昧である

こと等の課題を抽出し，これらを改善するため，５学期に必ず学習申告・スコアを提出させ

英語５の成績判定を行うこと，５学期に基準設定点に到達している場合には，６学期以降に

到達した場合よりも高い成績で評価すること等の改善したカリキュラムを 23年度学部新入

生から適用した（資料５－１）。他の改善施策としては，学部卒業時の英語合格基準点を最

低 TOEIC500 点から 550 点以上に引き上げ，目標点を 730 点として継続的な英語学習要件を

整える，１年次学生に対して TOEIC-IP 試験を受験させる，３年次学生に対して大学負担に

よる TOEIC 公開テストを実施する，単位認定試験制度の見直しを行い，英語学習を促したこ

とが挙げられる（資料５－２～４）。 

 

また，学部向け英語開講科目についても継続した改善を行い，「アカデミック・プレゼン

テーション」「アカデミック・ライティング」などの科目新設，英語による専門科目の開講，

外国人教員による講義を実施した。さらに理工系基礎科目では，複数クラスのうち１クラス

を英語開講クラスとした。英語を母国語とする教員を雇用して日本語開講クラスと同じ内

容を講義し，さらに講義外でも学生に対して教員と会話する機会を与えた（資料５－５）。 

 

24 年度採択のグローバル人材育成推進事業を積極的に推進するために，学部にグローバ

ル理工人育成コースを設置し「国際意識醸成」「英語力・コミュニケーション力強化」「科学

技術を用いた国際協力実践」「実践型海外派遣」の４つのプログラムを開設した。本コース

の設置により積極的に挑戦し活躍できるグローバル人材の育成を開始した。また，グローバ

ル人材育成推進事業の語学力強化策の一環として，英語が堪能な留学生を TA としたグルー

プワーク，学内外の専門家による英語開講講義やワークショップなどを実施した（資料５－

６～８）。 

 

大学院での英語講義の拡充策として，英語開講科目数の拡充及び英語開講科目修得の明

確化を進めた。開講科目における英語開講科目の割合は 27 年度に 920 科目に達し，21 年度

と比較して 113 科目増加した。また，修士課程の修了要件を 24 年度入学者から変更し，国

際コミュニケーション科目を含む大学院教養・共通科目群から２単位以上修得することと

した（資料５－９，10）。さらに，大学院で英語学習の取組を実施している専攻は 25 年度に

68％に達し，英語プレゼンテーション・ディベートなどの少人数講義の開講，博士後期課程

学生が TA として英語開講科目を円滑に補佐できるよう，外国人教員による授業表現科目の

新設などを実施した（資料５－11）。 

 

海外派遣プロジェクト科目や海外インターンシップ，海外大学等でのサマースクール参
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加に対して単位認定を可能にした。また，理工系基礎科目について，26 年度より日本語と

英語で授業を実施する体制を整備し，英語による講義を拡充するとともに，28 年度の学院

体制移行後の学士課程の英語教育を充実すべく，新たに TOEFL の導入することを決定した。

さらに英語検定試験により一定の成績を取得した学生が国際コミュニケーションⅠの単位

を認定される制度に関し，認定の対象となる検定試験に 28 年度より新たに IELTS を加える

ことを決定するなど，新しいカリキュラムを構築した（資料５－12，13）。 

 

教員の英語教授能力向上については，教育革新センターによる「英語での授業法」「講義

とプレゼンテーション」セミナーの開催，部局による英語授業改善 WG の設置や英語 FD の

実施などを通じて，英語学習環境を充実させる取組を実施した（資料５－14，15）。 

 

なお，27 年度には，日本語教育だけでなく教育一般・研究施設・環境等，幅広い項目によ

り決定される，日本留学アワーズ「日本語学校の教職員が選ぶ留学生に勧めたい進学先」の

27 年国立大学部門（東日本）トップ校に選ばれた（資料５－16）。 

 

（資料５－１）英語最終報告 

 

（以下省略） 

出典：英語教育改革 WG 作成資料 
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（資料５－２）国際コミュニケーション科目履修案内 

 

（以下省略） 

出典：学部学習案内（平成 23 年４月入学者用） 

  

5. 国際コミュニケーション科目履修案内 

国際コミュニケーション科目の授業 

国際コミュニケーション科目の授業は，言語運用能力の調和的な発達をこころざし，外国語に習熟するとともに，あわ

せて外国文化一般について知識を得ることを目的としている。 

国際コミュニケーション科目には必修科目としての「国際コミュニケーションⅠ」（英語），「国際コミュニケーショ

ンⅡ」（ドイツ語，フランス語，ロシア語及び中国語）があり，別に選択科目としての「国際コミュニケーション選択」

がある。 

授業ではLLなど諸設備も利用し，外国語を読み，書き，聞く，話すなどの総合的な言語運用能力を高め，国際人として

のコミュニケーション能力を養成することを目的とする。 

国際コミュニケーション科目の構成と推奨履修学期は表8，9 (P.18)の通りである。 

 

国際コミュニケーション科目Ⅰ，Ⅱの必要単位 

国際コミュニケーションⅠは英語，国際コミュニケーションⅡはドイツ語，フランス語，ロシア語及び中国語である。

これらの科目については，合わせて14単位を5学期の終わりまでに取得することが望ましい。このうち，国際コミュニケ

ーションⅠを10単位（英語1から英語4までの8単位及び英語5から英語7までのうちから2単位）取得し，国際コミュニケー

ションⅡのうちの１外国語を４単位取得するか，又は，国際コミュニケーションⅠを８単位（英語1から英語4までのうち

から6単位及び英語5から英語7までのうちから2単位）取得し，国際コミュニケーションⅡのうちの１外国語を６単位取得

しなければならない。（学部学習規程第24条参照） 

 

国際コミュニケーションⅠ 

国際コミュニケーションⅡ 

10単位※ 

4単位 
または 

8単位※ 

6単位 

合計 14単位 

※英語5から英語7までのいずれか2単位を含む 

 

国際コミュニケーションⅠ 

国際コミュニケーションⅠ（英語）は，英語１，英語２，英語３，英語４，英語５，英語６及び英語７からなる。 

英語１は１学期に全員が履修する必修科目である。指定されたクラスで履修すること。 

英語２は２学期に全員が履修する必修科目である。リーディング，ライティングを中心としたRWと，リスニング，スピ

ーキングを中心としたLSとの2種類の授業が開講されるので，事前にどちらかを選び，指定されたクラスで受講する。な

おLSは2種類のクラスに分かれる。 

英語３，英語４はそれぞれ３学期，４学期に開講される。学生は，（１）英語３，英語４の両科目を履修するか，（２）

英語３か英語４のいずれか１科目と国際コミュニケーションⅡの中級を履修するか，のどちらかを選択することになる。

英語２と同様に，RWとLSの２種類が開講されるので，事前にどちらかを選び，指定されたクラスで受講する。なおLSにつ

いては英語２同様，２種類のクラス編成が行われる。 
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（資料５－３）TOEIC 公開テスト実施掲示（学生宛） 

 

（以下省略） 

出典：教務課作成資料 

 

（資料５－４）各学科の新しい基準設定点（合格基準点）・目標点一覧 

 

（以下省略） 

出典：教務課作成資料 
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（資料５－５）物理学 B（General Physics B）シラバス 
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出典：TOKYO TECH OCW ホームページ 
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（資料５－６）H27 学部授業科目一覧表(学部・国際コミュニケーション科目等) 

 
（以下省略） 

出典：学部学習案内 

 

  

Ⅳ 理工系基礎科目 

 
授 業 科 目 単 位 推 奨 課 程 

推奨 

学期 
担 当 教 員 

 

微 分 積 分 学 

同 

同 

第一 

第二Ａ 

第二Ｂ 

2－0－0 

2－0－0 

2－0－0 

 

1 

2 

2 

 ﾟ柳田，山田，内藤，利根川，

磯部，桒田，米田，田辺，

三浦(英)，寺嶋，ブレジナ，
＊滝口，＊高井，＊見正， 
＊谷口 

 
線 形 代 数 学 

同 

同 

第一 

第二Ａ 

第二Ｂ 

2－0－0 

2－0－0 

2－0－0 

 

1 

2 

2 

 ﾟ柳田，黒川，遠藤，芥川，

加藤，村山，水本， 

カールマン，馬，二宮， 

ブレジナ，＊梶原，＊三浦(真) 

 

微 分 積 分 学 演 習 

同 

第一 

第二 

0－1－0 

0－1－0 
 

1 

2 

 ﾟ柳田，染川，田辺，河井，

野田，川内，柴田，皆川，

山川，新田，糟谷，菅， 

鈴木(政)，野村，ブレジナ 

 

線 形 代 数 学 演 習 

同 

第一 

第二 

0－1－0 

0－1－0 
 

1 

2 

 ﾟ柳田，染川，田辺，河井，

野田，川内，柴田，皆川，

山川，新田，糟谷，菅, 

鈴木(政)，野村，ブレジナ 

 

物 理 学 Ａ 2－0－0 1，2，3，5，6，7類 1 

 ﾟ垣本，河合，中村，金森，

宗宮，相川，竹内，T.Tilma， 

谷城，椎野，綿引，筒井， 
＊田村 

 

同 Ｂ 2－0－0 1，2，3，4，5，6，7類 2 

 ﾟ江間，垣本，吉野，河合，

大熊，中村，久世，實吉，

平原，相川，竹内，T.Tilma，

高橋，宗片，河野，平山，

腰原 

 
同 Ｃ 2－0－0 1，4，6類 1 

 ﾟ西森，柴田，藤澤，大熊,  

上妻，宗宮，笹本 

 
基 礎 物 理 学 演 習 0－2－0  1～2 

 ﾟ田中，垣本，西森，江間,

綿引，椎野，＊安井 

 
基 礎 物 理 学 実 験 0.5－0－1.5  1～2 

 ﾟ田中，垣本，江間，常定，

町田，加来，栗田 
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（資料５－７）H25～H27 英語科目一覧 

 
（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 

 

（資料５－８）グローバル理工人育成コース概要 

 

（一部抜粋） 

出典：グローバル人材育成推進支援室ホームページ 
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（資料５－９）修士課程枠組みの見直し（まとめ） 

（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 

  

（資料５－10）東京工業大学大学院学習規程抜粋 
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出典：大学院学習案内（平成 23 年４月入学者用） 

（資料５－11）H27 年度大学院英語科目一覧 

 

（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 

 

 

（資料５－12）理工系基礎科目英語開講クラス一覧 

 

出典：教務課作成資料 

 

  

分類 申告番号 授業科目名（和文） クラス数 担当教員 学期 備考

理工系基礎科目 1021 微分積分学第一 1 *BREZINA JAN 1

理工系基礎科目 1121 線形代数学第一 1 *BREZINA JAN 1

理工系基礎科目 1231 微分積分学演習第一 1 *BREZINA JAN 1

理工系基礎科目 1331 線形代数学演習第一 1 *BREZINA JAN 1

理工系基礎科目 1081 微分積分学第二Ｂ 1 *BREZINA JAN 2

理工系基礎科目 1181 線形代数学第二Ｂ 1 *BREZINA JAN 2

理工系基礎科目 1281 微分積分学演習第二 1 *BREZINA JAN 2

理工系基礎科目 1381 線形代数学演習第二 1 *BREZINA JAN 2

理工系基礎科目 1502 物理学Ａ 1 *TILMA TODD EDWARD 1

理工系基礎科目 1532 物理学Ｂ 1 *TILMA TODD EDWARD 2

理工系基礎科目 1631 化学第一 2 *JUHASZ GERGELY MIK 1

理工系基礎科目 1671 化学第二 3 *JUHASZ GERGELY MIK 2

理工系基礎科目 1705 基礎生物学Ａ 2 本郷　 ,*TAKAHASHI 1

理工系基礎科目 1736 基礎生物学Ｂ 2 *TAKAHASHI MASAYUKI 2

理工系基礎科目英語開講クラス一覧
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（資料５－13）TOEFL 導入に関する資料 

 

出典：教務課作成資料 
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（資料５－14）「英語での授業法」セミナーの開催案内 

 

出典：教育革新センター作成資料 
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（資料５－15）「講義とプレゼンテーション」セミナーの開催案内 

 

出典：教育革新センター作成資料 
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（資料５－16）東工大ニュース記事（日本留学アワーズ「留学生に勧めたい進学先」国公立

大学部門（東日本）を受賞） 

 
（以下省略） 

出典：本学ホームページ 
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中期計画【6】「セミナーやフォーラム，留学生交流企画等，キャンパス内外で英語に接

する場を充実するとともに，大学院学生を中心として，学生が海外で活動する機会を

増加させる。」に係る状況 

東工大留学フェアを毎年開催し，各国大使館等の講演や個別ブースの集中開設を行うな

ど，海外留学に関する情報提供を行うほか，留学前・出発６ヶ月前オリエンテーション，派

遣交換留学経験者等による留学成果報告 My Study Abroad 留学報告会，英語関連科目の開

講，英語でのセミナー・シンポジウム等を開催している（資料６－１，２）。 

 

また，学生及び教職員が利用できる空間としてインターナショナル・コミュニケーション

ズ・スペース（ICS）を設置し，毎週水曜日の昼休み時間に英語による意見交換の場 Think 

Aloud を開催している（資料６－３）。  

 

学部学生向けには，留学規定を変更し，従来２年次以上に限られた留学を１年次から可能

としたほか，創造性育成科目の成果を国際コンテストで発表する機会の提供（資料３－８，

P33），「大学の世界展開力強化事業」による学部学生を対象とした短期派遣，グローバル人

材育成推進事業での短期留学等を実施している（資料６－４～７）。  

 

大学院生向けには，博士後期課程の３ヶ月以上の海外経験を授業科目として認定，修士課

程学生の海外留学期間上限を１年から１年６ヶ月に延長，「世界理工系トップ大学との学生

交流促進プログラム」「グローバル理工学系人材育成プログラム」「日本アジア理工系学生交

流プログラム」「大学の世界展開力強化事業」や「卓越した大学院拠点形成支援補助金」な

どによる海外での活動機会を提供している（資料６－８，９）。  

 

また，海外で国際夏の学校を開催し実践的な場での英語力強化を図った（資料６－10）。

その他，国際会議参加の統計を取るなど約 60％の専攻で海外活動機会の調査検討を行い，

情報提供方法の改善を進めてきた。 

 

なお，27 年度からスーパーグローバル大学創成支援事業により，新たに４つの海外派遣

プログラムを実施し，22～27 年度にかけて，一年度あたりの派遣学生数を約４倍までに増

加させた（資料６－11）。これらの種々の情報を集約して学生に伝えるため，学生向けのメ

ールニュースを発刊した。 

 

さらには，留学コンシェルジュサービス（留学相談）を開始し，留学プログラム，留学

先の選択，留学準備等に関する相談及び情報提供を行う体制を整備した（資料６－12）。 
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（資料６－１）東工大留学フェア 2016 プログラム 

 

出典：留学生交流課作成資料 
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（資料６－２）東工大留学フェア参加者数の推移（H25 まで） 

 

出典：留学生交流課作成資料 

 

（資料６－３）Think Aloud 

 
出典：HUB-ICS ホームページ 
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（資料６－４）平成 26 年度実施海外派遣プログラム 

出典：留学生交流課作成資料 

 

（資料６－５）部局プログラム一覧 

 

（以下省略） 

出典：留学生交流課作成資料 
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（資料６－６）AOTULE 交流実績 

 

出典：国際部作成資料 

 

（資料６－７）SERP 交流実績表 

 

出典：国際部作成資料 
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（資料６－８）大学の世界展開力強化事業 概要 

 

（一部抜粋） 

出典：本学ホームページ 

 

  



教育推進室（入試室） 

78 

（資料６－９）Tokyo Tech-AYSEAS 概要 

 

（一部抜粋） 

出典：Tokyo Tech-AYSEAS ホームページ 
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（資料６－10）国際夏の学校 _ 東京工業大学 情報生命博士教育院 

 

出典：情報生命博士教育院ホームページ 

http://www.acls.titech.ac.jp/ja/node/64 
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（資料６－11）プログラム別学生交流実績数（派遣・受入） 

 

出典：国際室作成資料 
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（資料６－12）留学コンシェルジュサービス 

 

出典：本学ホームページ 
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中期計画【7】「学生の自主性を促す体系的な履修計画を策定し，それに基づく教育指導

を行う。また，学生が自らの興味・関心や達成度に応じて多様な選択ができるカリキ

ュラムへの転換を進める。」に係る状況 

 各学科・専攻において，教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を策定

し，これに基づき各学習課程に学習目標・学習内容を明記した。さらに，学生が計画的に学

修できるよう，科目と学習内容との相関を定めるなどカリキュラム体系化の改善を行い，24

年度以降の学習案内に記載し，学生の自主性を促す体系的な履修計画を策定した（資料７－

１，２）。 

 

体系化したカリキュラムは，学士課程・大学院課程において入学時のオリエンテーション

等で学生に説明・指導し，助言教員などを通じて，個々の学生にカリキュラム内容等の説明

を行った。 

 

また，修士課程のカリキュラムの充実と修士論文の研究指導の改善のため，全学的に修士

課程教育の見直しを行い，次のように大学院学習規程を大幅に改訂した（資料７－３）。 

・全ての授業科目を，研究科目群，専門科目群，大学院教養・共通科目群の３つの科目群

に区分 

・必要単位数の見直し 

・専門職学位課程，博士後期課程においても，修士課程の授業科目分類を適用  

 

なお，28 年度からの教育改革に伴い，28 年度以降に入学する全学生にアカデミック・ア

ドバイザーを配置し，さらに学修コンシェルジュなど，学生が自主的・体系的に学修に取組

み，自らの興味・関心や達成度に応じて多様な学修が可能となる教育システムを整備し，こ

れに対応した 28 年度からのカリキュラムの科目設計，科目のシラバス，時間割，教務シス

テム等の実施準備を行った（資料７－４，５）。 

 

新しい教育システムの主旨及び内容は，学生及び教職員に対し複数回の説明会を開催し，

27 年度以前の入学者に対しても，28 年度以降の教授科目変更による混乱を避けるため，新

旧科目の対応関係などを示し，事前に周知を図った（資料７－６）。 
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（資料７－１）学部・研究科の教育ポリシーの内容と公表について 

 
出典：教育推進室作成資料 
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（資料７－２）学習案内記載例 

 

 

A専攻 学習課程 

 
Ａ専攻では、社会基盤を構成するエネルギーシステムと通信システムを中心とするＡ工学分野において、ハード

ウエアとシステム・ソフトウエアの双方の技術に関する教育と研究を行っている。本専攻では，こうした広範な科

学技術分野を的確に理解し，新たな領域を切り開いていく人材を養成するため，基盤となる学問分野を高度な

水準で履修する「授業科目」と，高度技術者として必須の知識と素養を身につける「研究指導」を両輪として学習

課程を構成している。 

また、修士論文研究では，研究指導を通じた学習成果を専攻の統一基準で評価、博士論文研究においては

論文審査に外部審査員の参加を義務づけるなど、客観的な指標を重視している。 

 

【修士課程】 

人材養成の目的 

本課程では．．．       研究者及び技術者の養成を目的としている。.  

 

 

 

 

学習目標 

本課程では、上記の目的のために、次のような能力を修得することを目指す。 

・ Ａ分野における科学技術課題の本質理解を可能とする専門学力 

・ Ａ分野以外の専門学力を自ら修得し、実践的問題解決に結びつける力 

・ 専門知識を自在に活用して、新たな課題解決と創造的提案を行う力 

・ 国際的視野をもって研究・開発の潮流を理解し体系化する能力 

・ 日本語および英語による論理だった説明能力と文書化能力を持ち議論を展開できる力 

 

 

学習内容 

本課程では、上記の能力を身に付けるために、次のような学習内容を設ける。 

A) 幅広い理工系専門 

盤石な理工系専門学力を修得するために、学部で学んだ専門基礎分野をより高度な視点から再修得した

上で、各専門領域における．．．を段階的に履修する。 

B) Ａ分野の周辺領域の基礎専門 

専門知識の幅を広げるとともに、異分野への適応力を修得するために、Ａ専攻における専門５分野ごとに

他専門科目を指定し、．．．．を履修する。 

C) 修士論文研究 

課題解決力に関する一般知識を講義で学び、修士論文研究で実践する。２年間にわたって・・・記録し、指

導教員と他教員からの指導を通じて、実践的問題解決力の向上を図る。 

D) 実践研究スキル 

研究スキル科目において、学生自らが創意工夫をすることを意識し、・・・成果として発表する方法を履修

する。 

E) 論理的対話スキル 

修士論文研究や研究スキル科目を通じて、対話する相手の専門知識に応じて、的確に意見交換するための論

理的な議論展開能力を・・・、対話型学習により修得する。 

学習課程の概要 

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーの一部 

資料２：学習案内の記載例：Ａ専攻 （詳細版） 青字はそのままで消去しないこと     
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修了要件 

本課程を修了するためには、次の要件を満たさなければならない。 

１． 34単位以上を大学院授業科目から取得していること 

２． 本専攻で指定された授業科目において，つぎの条件を満たすこと 

・講究科目を 4単位、研究関連科目を 4単位以上取得していること 

・専攻専門科目を 12単位以上、他専門科目を 4単位以上取得していること 

・大学院国際コミュニケーション科目より 2単位以上取得していること 

・大学院総合科目、大学院広域科目、大学院文明科目，大学院キャリア科目（仮）より 2単位以上取得して

いること 

３． 修士論文研究において、学習目標の設定、評価、改善といった一連の学習課程を履修していること 

４． 修士論文審査および最終審査に合格すること 

 

授業科目 

表１に本専攻における授業科目分類と修了に必要な単位数を示す。必要単位数は科目分類ごと、また科目群

ごとに指定され、また対応科目欄には科目選択にあたっての注記がある。右端の欄には科目と関連する学習内

容を示す。学習申告にあたっては、科目と学習内容の関係を十分理解し、意識すること。 

表２はＡ専攻の修士課程における研究科目群の授業科目を示す。表３は、Ａ専攻が指定する専攻科目群を

示し、「専攻専門科目」と「他専門科目」を示している。表３の備考欄に示す記号［電］、［光］、［デ］はＡ専攻にお

ける５つの研究分野に対応する。なお他専門科目は、研究分野毎に異なるため注意すること。また、表４は本専

攻が指定する大学院教養・共通科目群を示す。付図１に、Ａ専攻の５つの研究分野における標準的な履修系統

図を示す。 

表１ Ａ専攻授業科目分類および修了に必要な単位数 

授業科目 単位数 対応科目 
学習内容

との関連 

研究科目群 12単位   

講究科目 ・8単位     表２の講究科目 A) 

研究関連科目 ・4単位     表２の研究関連科目より選択 D), E) 

専門科目群 16単位以上   

専攻専門科目 ・12単位以上 表３の専攻専門科目より選択 A) 

他専門科目 ・4単位以上 表３の他専門科目より選択 B) 

大学院教養・共通科目群 2単位以上   

   専攻指定科目 

A専攻ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ１ 

A専攻ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ２ 

A専攻キャリア１ 

・2単位以上 

・左記分類科目のいずれかから選択

（表４を参照） 

・※印を付された専攻専門科目の授

業科目の単位を大学院教養・共通

科目群の授業科目として振替でき

る。（注１） 

・大学院留学生科目は、外国人留学

生のみ履修可 

B)，E) 大学院国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科目 

大学院総合科目 

大学院広域科目 

大学院文明科目 

大学院キャリア科目（仮） 

大学院留学生科目 

総単位数 34単位以上 
上記科目群及びその他の大学院授

業科目から履修 

 

 （注１） ※印を付された専攻専門科目の授業科目の単位を振替えた場合、専攻専門科目の単位は認められないので留意する

こと。 

ディプロマポリシーの一部 

カリキュラムの体系化 
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表２ Ａ専攻 研究科目群 

分類 区分 授 業 科 目 単位数 学期 学習内容 備  考 

講
究
科
目 

◎ Ａ専攻講究第一 0-2-0 前 A) 修士課程(1) 

◎ Ａ専攻講究第二 0-2-0 後 A) 修士課程(1) 

◎ Ａ専攻講究第三 0-2-0 前 A) 修士課程(2) 

◎ Ａ専攻講究第四 0-2-0 後 A) 修士課程(2) 

研
究
関
連
科
目 

◎ Ａ専攻研究スキル第一 0-1-0 前 D)，E） 修士課程(1) 

◎ Ａ専攻研究スキル第二 0-1-0 後 D)，E） 修士課程(1) 

◎ Ａ専攻研究スキル第三 0-1-0 前 D)，E） 修士課程(2) 

◎ Ａ専攻研究スキル第四 0-1-0 後 D)，E） 修士課程(2) 

 

表３ Ａ専攻 専門科目群 

分類 区分 授 業 科 目 単位数 学期 学習内容 備  考 

専
攻
専
門
科
目 

※★ Plasma Engineering 2-0-0 前 A) 〔電〕，英語講義 

 デバイス特論 2-0-0 前 A) 〔電〕，〔光〕，E 

※ 技術マネジメント特論 2-0-0 前 A) キャリア関連科目 

 アナログ集積回路 2-0-0 前 A) 他） B専攻 

 Advanced Signal Processing 2-0-0 前 A) 他） C専攻，英語開講 

 システム解析 2-0-0 後 A) O 

      

他
専
門
科
目 

 Guided Wave Circuit Theory 2-0-0 後 B) 〔電〕，A専攻，英語講義 

 プロセッサ特論 2-0-0 後 B) 〔デ〕，他） B専攻 

 移動通信工学特論 2-0-0 後 B) 〔光〕，他） C専攻 

      

      

 

表３ Ａ専攻 専門科目群 

分類 区分 授 業 科 目 単位数 学期 学習内容 備  考 

専
攻
専
門
科
目 

※★ Plasma Engineering 2-0-0 前 A) 〔電〕，英語講義 

 デバイス特論 2-0-0 前 A) 〔電〕，〔光〕，E 

※ 技術マネジメント特論 2-0-0 前 A) キャリア関連科目 

 アナログ集積回路 2-0-0 前 A) 他） B専攻 

 Advanced Signal Processing 2-0-0 前 A) 他） C専攻，英語開講 

 システム解析 2-0-0 後 A) O 

      

他

専

門

科

目 

 Guided Wave Circuit Theory 2-0-0 後 B) 〔電〕，A専攻，英語講義 

 プロセッサ特論 2-0-0 後 B) 〔デ〕，他） B専攻 

 

上記の他専門科目に加えて、他専

攻の専門科目群の授業科目（自専

攻の専攻専門科目を除く） 

    

 

  （注） １）◎印を付された授業科目は、必ず履修しておかなければならない授業科目で、備考欄の(1)、(2)な

どは履修年次を示す。 

      ２）一部の授業科目は隔年講義となっており、備考欄中の Eは西暦年の偶数年度に、同じく Oは奇数

年度に開講するもので、何も書いていないものは毎年開講の授業科目である。 

他専門科目の授業科目を陽に指定する場合 

他専門科目の授業科目を陽に指定しない場合 
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出典：教務課作成資料 

  

 ３）★印を付された授業科目は、英語で開講する科目であり、国際大学院プログラムにも対応する科目である。

（なお、年度によって英語開講と交互に行う科目については、どちらも同じ授業科目とみなすので、

両方の単位を修得することはできない。）  

      ４）※印を付された専攻専門科目は、大学院教養・共通科目群の授業科目に振替えることができる。た

だし、振替えた場合は、専攻専門科目の単位として認めない。 

      ５）備考欄中の他）は、専攻で指定した他専攻の開設科目である。 

 

表４ Ａ専攻 大学院教養・共通科目群 

分類 ・ 授 業 科 目 単位数 学期 学習内容 備  考 

大学院国際コミュニケーション科目 E） 

・左記各研究科共通科目より選択 

 

・大学院留学生科目は、外国人留

学生に限り履修可能とする。 

大学院総合科目 E） 

大学院広域科目 E） 

大学院文明科目 E） 

大学院キャリア科目（仮） E） 

大学院留学生科目 E） 

専
攻
指
定 

A専攻コミュニケーション１ 2-0-0 前 E）  

A専攻コミュニケーション２ 2-0-0 後 E）  

A専攻キャリア１ 2-0-0 前 B)  

 

 
付図１ Ａ専攻 研究分野別の標準履修系統図 

 
 
修士論文研究 

修士論文研究では、一連の研究プロセスを体験し，問題設定能力，問題解決力やコミュニケーション力の向上

を目指す。そのための修士論文研究の流れを付図２に示す。学期毎に設定と評価を進める。また修士学位の取

得については、２学期に実施する研究計画構想の発表から、 ・・・にいたる。 

 

 

付図２ Ａ専攻修士課程における修士論文研究の流れ 

プラズマ工学 先端産業応用

デバイス特論

システム工学

システム特論

システム解析

磁気支持工学

パワー特論

環境特論

パルスー工学﹇
電
﹈

﹇
光

電磁特論 無線工学 I 無線工学 Ⅱ

オリエンテーション 研究計画発表 中間発表 論文提出・発表

学修目標設定 学修成果評価と再設定 学修成果評価

学位申請

2学期 3学期 4学期1学期

修士論文研究の方法・評価 

 

サンプル 
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（資料７－３）修士課程枠組みの見直しに伴う各専攻の教育課程の見える化・体系化 

 

 
（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 

  

平成 23 年 5 月 30 日（平成 23年 8月 8日修正）

教育推進室教育改革ＷＧ修士分科会

 

本学大学院修士課程教育の枠組みの見直しに伴う 

各専攻の教育課程の見える化・体系化について（赤字：補足・訂正箇所） 

趣旨 

大学院授業科目分類と本学の修了必要単位数の変更（資料１，２）に伴う各専攻の教育課程の見直しに

際して，下記の事項をお願いする． 

 ・各専攻での教育課程の見える化・体系化 

 ・Ｈ24年度学習案内の改訂 

依頼内容 

１．修士課程教育の枠組みの見直しについて 

  1-1 これまでの経緯（資料２，資料３） 

1-2 大学院授業科目分類と本学の修了必要単位数の変更の要点（資料１） 

２．新しい枠組みのもとでの各専攻の教育課程の見直しの際の基本方針 

  2-1  本枠組みは H24 年度入学生から適用するが，本枠組み内で，各専攻のこれまでの教育を基本的

に継続できるものになっているので，まずは教育課程の「見える化」を優先する．ただし本見

直しに際し，より体系化・改善できるところは積極的に検討いただく． 

2-2  各専攻の教育内容は，専攻が，研究科の承認のもとで，専攻の教育ポリシーに沿って独自に「学

習課程」を設定する．ただし，(i) 資料１（もしくは資料２）の表１にある全学共通の授業科目

分類を用いること，及び，修了要件における全学共通の必要単位数を満たすこと．また，(ii) 専

攻のすべての授業科目は，各専攻の指定に基づき，資料１の表１にある科目分類に重複を許さ

ず割り当て，各授業科目群あるいは授業科目に対する詳細な必要単位数を設定すること．なお，

専攻で指定していない他専攻等の大学院授業科目は，専攻指定外の大学院授業科目として扱う．

複数コース制などの設定も可能とする．  

2-3  H24 年度学習案内の改訂を行う．そこでは各専攻が修士課程，博士後期課程ごとに，人材養成

の目的，学習目標，学習内容，修了要件，授業科目，履修図，論文研究の各項目について記載

する．なお，博士後期課程の授業科目，履修図は必須としないが，推奨する． 

３．学習案内の改訂について 

   資料４の学習案内の例を用いて，上記の２．の詳細を説明する． 

  3-1  前文「学習課程の概要」について記載する． 

  3-2  修士課程と博士後期課程を分けて記載する． 

  3-3 教育ポリシーの「人材養成の目的」，「修得する能力」，「教育内容」，「学位授与の方針」を「人

材養成の目的」，「学習目標」，「学習内容」，「修了要件」にそれぞれ対応させて記載する．「学

位授与の方針」（修了要件に対応）以外の教育ポリシーは 4/14に策定依頼済み．ただし，学習

案内は読み手が学生であることを意識し，学習目標や学習内容においては表現方法に注意する

特に「学習内容」については「教育内容」をそのまま記載する必要はなく，たとえば「教育内

容」に授業科目名や授業科目群を入れるなど「学習内容」として適した記載内容にする．また，

可能であれば，「修了要件」の前文に本来の意味での学位授与方針を記載することが望まれる．
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（資料７－４）東京工業大学教育改革～世界トップ 10 に入るリサーチユニバーシティへ～ 

 

 

出典：教育改革事務室作成資料 

  



教育推進室（入試室） 

90 

（資料７－５）学修コンシェルジュ 

 
出典：学生支援課作成資料 
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（資料７－６）教育改革説明会実施スケジュール 

 
（一部抜粋） 

出典：本学ホームページ 
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中期計画【8】「論文研究において，複数教員による組織的指導等，多面的な教育を実施

する。」に係る状況 

22 年度に教育推進室教育改革 WG において，修士課程は専攻全体で指導する方針案を，博

士課程は複数指導体制・研究指導以外の教育を実施する方針案を各専攻に答申した（資料８

－１）。各専攻では，論文研究の中間発表・最終評価を活用するなどの検討を行い，様々な

形での組織的指導の実施を行っている（資料８－２～４）。 

 

（１）論文研究の複数教員による組織的指導は次のように実施している。 

・学部教育課程での副指導教員制度を一部で導入のほか，学士論文研究の中間・最終発表

会で複数教員による評価を実施し，その結果を学生に知らせることで組織的な指導を

行う学科もある。 

・大学院教育課程では複数教員による組織的指導をほぼ全ての専攻で実施し，研究指導と

それ以外の指導の切り分け，専門外教員からの指導などの取組みを実施している。 

・実施効果として，論文の多面的評価や研究室間の交流促進，研究へのフィードバック等

が確認された。 

 

（２）大学院教育課程の論文研究における多面的教育は次のように実施し，学生教員双方の

視点を活かしている。 

・多数の文献調査による総説執筆や総説ゼミの実施，他研究室ゼミや複数研究室にまたが

るゼミ開催，マルチラボトレーニングの充実を進めた。 

・複数教員による研究計画書のチェックと指導，異分野教員も交えた中間報告会の開催，

論文審査への複数分野教員の配置を行った。 

・博士課程学生への副指導教員割当て，研究室間の移動，博士論文審査における外部審査

員の招聘等，専攻等の教育プログラムに応じた論文研究の多面的な教育を推進した。 

 

なお，論文研究に関する学科・専攻単位での組織的指導の状況を踏まえ，部局単位での取

組に加え，28 年度入学生からは，学部大学院ともに全学的にアカデミック・アドバイザー

制度を導入し，論文研究に限らず学修指導全般に関し複数指導体制の導入を決定した（資料

８－５）。 
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（資料８－１）教育推進室教育改革 WG 修士分科会答申案 

 
出典：教育推進室作成資料 

 

 

（資料８－２）平成 23 年度論文研究の多面的な教育アンケート結果 

 

 
（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料８－３）平成 23 年度論文研究の多面的な教育アンケートの結果についての専攻への

提案 
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（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 
 
（資料８－４）平成 27 年度各部局の論文研究の多面的教育実施状況 

 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料８－５）アカデミック・アドバイザー面談スケジュールイメージ 
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出典：学務部作成資料 
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中期計画【9】「学科・専攻の枠を越えた学内連携に加えて，国内外の有力大学及び研究

機関との連携を推進し，多様な教育を提供する。また，イノベーション人材養成機構

を核としてキャリア教育を強化する。」に係る状況 

専攻の枠を越えた多様性を重んじた教育の推進のため，第２期中期目標期間では延べ 29

の特別教育研究コース（第１期からの継続 19，当期新設 10）を開設した（資料９－１）。 

また，28 年度以降は特別教育研究コースに代わり，先端的分野や社会の課題に対応する

ため複数の系又はコースが共同して教育を実施する特別専門学修プログラムを開設できる

こととし，さらに，もう一つの広域学修制度として，学生が選択した分野以外の広範な知識・

技能を修得させるための副専門学修プログラムの設置を各コースに義務付けることとし，

実施要項を定めた（資料９－２）。 

 

国内機関との連携取組としては，四大学連合教育（本学，一橋大学，東京医科歯科大学，

東京外国語大学）を継続実施するとともに，複合領域コースの所属者を増加させる方策を検

討し，個別説明会を充実させた（資料９－３）。また，新たに 10 機関との学生交流に関する

協定を締結し，全学協定は 14 機関に及ぶ（資料９－４）。さらに，部局間の取組としては，

理工学研究科工学系で四大学工学系人材交流プログラム，理学系で STEP10，情報理工学研

究科で enPiT 等の連携取組を行っている（資料９－５）。 

 

国外機関との連携取組としては，当期中に新たに 15 大学等と学生交流協定を締結し，延

べ 108 機関と協定関係にある（資料９－６）。また，連携による複数学位の取得を目指す取

組として，清華大学とのダブルディグリープログラムを 16年度より継続して実施している。

第２期では，学位の授与を伴う合同プログラムに関するガイドラインを定め，フランスのポ

ンゼショセ大学，台湾国立交通大学，韓国科学技術院（KAIST）との間に新たに協定を締結

し，相互に学位取得を可能とした（資料９－７）。 

 

これまで学内の複数組織で行っていたキャリア支援やインターンシップ等の教育面での

企業等との連携について，イノベーション人材養成機構を設置して総括的に実施し，大学院

修了者のアウトカムズに沿ったキャリア教育の仕組みを整備・強化した。Career Talk やド

クターズキャリアフォーラム等のイベントを毎年開催し，26 年度からは全ての博士後期課

程学生にキャリア科目単位取得を必須として，それぞれのキャリアパスに応じたキャリア

能力を養成する教育を実施している（資料９－８）。また，修士課程学生に対しては，28 年

度からキャリア科目の必修化を決定し，開講科目の準備を行い，さらなるキャリア教育の強

化を図った。 
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（資料９－１）大学院特別教育研究コース一覧（第２期） 

 

出典：教務課作成資料 
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（資料９－２）大学院特別専門学修プログラム・副専門学修実施要項の制定 
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出典：教務課作成資料 

 

 

（資料９－３）四大学連合複合領域コース所属者推移） 

 

出典：教務課作成資料 

  

志願者 所属者 志願者 所属者 志願者 所属者 志願者 所属者 志願者 所属者 志願者 所属者

総合生命科学 8 8 15 14 15 15 28 27 33 33 45 44

海外協力 2 2 1 1 2 2 7 6 5 5 5 5

生活空間研究 2 2 0 0 1 1 7 6 7 7 9 9

科学技術と知的財産 6 6 8 8 2 2 7 7 15 15 11 11

技術と経営 3 3 10 6 5 5 5 5 13 4 10 6

文理総合 14 14 30 29 15 15 23 21 29 28 30 27

医用工学 8 8 8 8 11 11 15 14 16 16 25 25

国際テクニカルライティング 2 2 5 5 6 6 6 6 3 3 8 8

45 45 77 71 57 57 98 92 121 111 143 135

24

２

大

学

間

コ
ー

ス

合計

27

３

大

学

コ
ー

ス

四大学連合複合領域コース　所属者推移（H22～H27）

25 26

東京工業大学

22 23

コース名

年度

大学名
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（資料９－４）第２期新規・継続分国内機関との協定一覧 

 

 

出典：教務課作成資料 

  

国内機関との協定一覧（学部）

○大学関係

相手大学等（対象学部） 本学（対象学部） 名称 内容 締結日 有効期間 期限

お茶の水女子大学 東京工業大学
東京工業大学とお茶の水女子大学との間に
おける学部学生交流に関する協定書

単位互換 平成13年2月8日 平成13年4月1日～ 定めなし

お茶の水女子大学
（文教育学部，理学部，

生活科学部）

東京工業大学
(理学部，工学部，
生命理工学部）

東京工業大学とお茶の水女子大学との間に
おける学部学生交流に関する覚書

単位互換 平成13年2月8日 平成13年4月1日～ 定めなし

東京医科歯科大学
東京外国語大学
一橋大学

東京工業大学 四大学連合憲章 四大学連合 平成13年3月15日 定めなし 定めなし

東京医科歯科大学
東京外国語大学
一橋大学

東京工業大学
複合領域コース，編入学及び複数学士号に関
する協定書

四大学連合 平成17年4月1日 平成17年4月1日～ 定めなし

東京外国語大学 東京工業大学
東京工業大学と東京外国語大学との間にお
ける学部学生交流に関する協定書

単位互換 平成27年3月25日 平成27年4月1日～ １年毎に自動更新

東京外国語大学 東京工業大学
東京工業大学と東京外国語大学との間にお
ける学部学生交流に関する覚書

単位互換 平成27年3月25日 平成27年4月1日～ 定めなし

慶應義塾大学
（経済学部）
（経済学研究科）

東京工業大学
（工学部）

（社会理工学研究科）

東京工業大学と慶應義塾大学との間における
学生交流に関する協定書

単位互換（及
び研究指導：
大学院）

平成22年12月1日 平成22年4月1日～
４年
（申し出がない限り１
年ずつ自動延長）

慶應義塾大学
（経済学部）

東京工業大学
（理学部、工学部、
生命理工学部）

東京工業大学理学部、工学部及び生命理工
学部と慶應義塾大学経済学部との間における
学生交流に関する覚書

単位互換 平成26年3月25日 平成26年4月1日～ 定めなし

武蔵野美術大学 東京工業大学
東京工業大学と武蔵野美術大学との間にお
ける教育研究交流に関する協定書

合同授業・研
究等の実施、
学生及び教員
の交流

平成25年6月28日 平成25年6月28日～
２年間（申し出が無い
限り自動的に１年延
長）

○高等専門学校関係

相手大学等（対象学部） 本学（対象学部） 名称 内容 締結日 有効期間 期限

沼津工業高等専門学校 東京工業大学
東京工業大学と沼津工業高等専門学校との
間における教育研究交流に関する協定書

講義及び共同
研究等，学生・
教員の交流等

平成26年12月1日
平成26年12月1日～
平成31年11月30日

５年間
（６月前までに協議し
て更新）

沼津工業高等専門学校 東京工業大学
沼津工業高等専門学校から東京工業大学へ
の実習生派遣に関する覚書

インターンシッ
プ

平成26年12月1日
平成26年12月1日～
平成31年11月30日

５年間
（６月前までに協議し
て更新）

東京工業高等専門学校 東京工業大学
東京工業大学と東京工業高等専門学校との
間における教育研究交流に関する協定書

講義、共同研
究、交流

平成23年4月1日
平成23年4月1日～
平成28年3月31日

５年間
（６月前までに協議し
て更新）

東京工業高等専門学校 東京工業大学
「東京工業大学と東京工業高等専門学校との
間における教育研究交流に関する協定」の実
施に関する覚書

講義、施設・設
備利用・イン
ターンシップ

平成23年4月1日
平成23年4月1日～
平成28年3月31日

５年間
（６月前までに協議し
て更新）

国内機関との協定一覧（大学院）

H22 東京工業大学と慶應義塾大学との間における学生交流に関する協定書
H22 四大学憲章 医科歯科 東京医科歯科大学と東京工業大学との間における学生交流に関する覚書

H22 早稲田大学
大学院総合理工学研究科と早稲田大学理工学術院との間における学生交流に関す
る覚書

H24 電気通信大学

H24 横浜国立大学

H24

H24 首都大学東京

H24 電気通信大学
「情報技術人材育成」に関する東京工業大学と電気通信大学との間における学生交
流に関する協定書

H25 早稲田大学
東京工業大学大学院理工学研究科と早稲田大学理工学術院との間における学生交
流に関する覚書

H25 学習院大学 学習院大学との学生交流に関する協定書及び覚書
H26 京都大学 東京工業大学と京都大学との間における学生交流に関する協定書
H26 東京外国語大学 東京工業大学と東京外国語大学との間における学部学生交流に関する協定書

年度

慶應義塾大学

慶應義塾大学

大学等

イノベーション人材養成機構に関する東京工業大学及び電気通信大学・横浜国立大
学・慶應義塾大学・首都大学東京との間における学生交流に関する協定書・覚書
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（資料９－５）部局間での他機関との連携取り組み 
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出典：教務課作成資料（各ホームページ・パンフレットより引用） 
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（資料９－６）第２期新規・継続分海外機関との協定一覧 

 
（以下省略） 

出典：国際部作成資料 

 

（資料９－７）ダブルディグリープログラム一覧 

 

出典：国際部作成資料 

 

  

パートナー大学 開始年度 対象部局・分野

清華大学 平成16年度 ナノテクノロジー、バイオ、社会理工学
ポンゼジョセ 平成22年度 社会理工学研究科、総合理工学研究科、土木工学専攻
国立交通大学 平成27年度 電子物理工学専攻、電気電子工学専攻、物理電子システム創造専攻
KAIST 平成27年度（予定） 理工学研究科機械系3専攻

ダブルディグリープログラム一覧
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（資料９－８）イノベーション人材養成機構の取組 
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出典：イノベーション人材養成機構作成資料 
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中期計画【10】「教育ポリシーに基づいて，各学部・研究科でディプロマ・ポリシーを策

定し，卒業・修了要件の見直し並びに評価方法を改善する。」に係る状況 

教育ポリシーでは教育目標として，課程ごとに養成する人材像，修得する能力を定めてお

り，それに基づき，23 年度に学部・研究科及び学科・専攻において修得する能力として学

位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を制定し，HP で公表するとともに，学習案内に記載し

ている（資料 10－１，２）。 

 

各学部の学位授与方針に基づき，各学科の卒業要件を見直した。また，各研究科の学位授

与方針に基づき，修了要件の見直し・明確化を行い，各専攻の学習課程を定めた。また，大

学院課程の修了要件の見直しも行い，授業科目を研究科目群，専門科目群，大学院教養・共

通科目群に区分し研究科目群及び専門科目群の授業科目から 18 単位以上，大学院教養・共

通科目群から２単位以上を修了要件の必須とする学習課程を定めた（資料 10－３）。 

さらに，英語のみで修了可能な国際大学院プログラム所属する学生に，履修案内及び修了

要件の内容を十分に説明した英文学習案内を作成・配布し，HPでも公表した（資料 10－４）。 

 

成績評価方法の改善については，各学科・専攻で策定する学習課程にて学位論文を含む授

業科目ごとに学習内容との関連を明記し，各授業科目において該当する学習内容の到達度

をもって成績を評価することとした。また，卒業・修了要件及び成績評価方法は，各学科・

専攻でオリエンテーションなどを通じて学生に説明・指導しており，各専攻の学位論文の評

価基準を明示し HP で公表している（資料 10－５，６）。成績評価方法については，TOKYO 

TECH OCW でも明示しており，28 年度からはシラバスの様式を刷新し，開講する全ての科目

の公開を決定している（資料 10－７）。 

 

また，従来の 100 点満点による成績評価に加え，GPA 制度を試行的に導入し，新教育シス

テムが開始される 28 年度入学者からは成績評価法として正式に適用を決定し，運用方法を

定めた（資料 10－８）。 
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（資料 10－１）修得する能力（課程ごと） 

 

出典：大学ホームページ http://www.titech.ac.jp/about/policies/education/index.html 

 

（資料 10－２）ディプロマ・ポリシー（学部・学科） 

 

出典：教育推進室ホームページ 

 http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/edu_info/aptitude_course/ 
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（資料 10－３）大学院課程の単位数について 

 

出典：キャンパスガイドブック 
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（資料 10－４）国際大学院プログラム英文学習案内 

 
（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 
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（資料 10－５）平成 27 年度学科所属者対象の学科ガイダンス等 情報一覧 

 
出典：本学ホームページ 

 

（資料 10－６）学位論文評価基準 

 

（以下省略） 

出典：教育推進室ホームページ http://www.eduplan.titech.ac.jp/w/pdf/6-

11_gakuironbunhyoukakijun(H27).pdf 
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（資料 10－７）TOKYO TECH OCW 成績評価方法記載例 

 

出典：TOKYO TECH OCW ホームページ 
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（資料 10－８）東京工業大学における GPA 制度に関する要項（案） 

 
（以下省略） 

出典：教育改革実施 WG 会議資料 
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中期計画【11】「教育推進室と各学部・研究科が連携し，PDCA（Plan-Do-Check-Action）

サイクルに基づいた教育改善を行うシステムを充実する。」に係る状況 

教育推進室と各学部・研究科が連携して，PDCA サイクルに基づいた教育改善を行うため，

教育推進室に各学部・研究科の教育委員会委員長で構成した「教育推進会議」を置き，そこ

で教育改善を行うための施策を検討・改善を図った。 

また，23 年度に入学者選抜方法や学生募集戦略の改善を目的とする「アドミッションセ

ンター」（資料 11－１）を，27 年度にさらに教育改善を推進させる組織として，教育の質保

証体制の構築・教育能力開発・教育学習環境開発を３つの柱とする「教育革新センター」を

設置し，学長裁量ポストを活用して，４名の専任教員を配置した。これにより，PDCA サイ

クルに基づいた教育改善を行うシステムを充実させた（資料 11－２）。 

 

授業評価の集計方法は，集計時間を短縮し評価結果を一早く教員にフィードバックし，効

果的に教育改善に繋げるため，大学院科目は 23 年度から，学部科目は 25 年度から，紙ベー

スから Web ベースでの実施方法に変更を行った（資料 11－３，４）。 

 

その後，授業評価結果をより効果的に教育改善への結びつけが可能となるよう，27 年度

に基本方針を改定し（資料 11－５），集計時間をこれまでと同等に保った上で，回答率の向

上を図るため，マークシートを使用し，集計等はアウトソーシングした（資料 11－６）。 

 

また，24，27 年度に教育推進室において，卒業・修了者，その家族及び本学の卒業生・修

了生の就職先等に本学の教育システムに関する調査を行い，それらの結果を第１期中に行

った評価結果と比較しつつ教育改善を要する点を抽出し，それらの改善策の検討を行い，教

育計画に反映する PDCA サイクルの枠組みを構築した（資料 11－７，８）。その後，PDCA 活

動を実施するため，25 年度に全学科長を集めた「教育力向上シンポジウム」を開催し改善

意識の向上を図った（資料 11－９）。 

 

さらに，学部教育改善の取組は，学科からの応募を受け６～８学科を選定し，26 年度に

試行的に実施を行い，その結果を公表した。また，26 年度後期に全学科長を集めた「教育

改善活動（試行）前学期取組内容の報告会」を開催し（資料 11－10），教育改善に関する

情報共有を図るとともに教育改善方法を論議した。 
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（資料 11－１）アドミッションセンター説明資料 

 

出典：入試室作成資料 

 

（資料 11－２）教育革新センター説明資料 

 

（一部抜粋） 

出典：教育革新センターパンフレット 
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（資料 11－３）大学院授業評価の実施（試行）依頼文（H23 後期） 

 

平成 24年 1月 23日 
 
教員各位 
 
                               教育推進室長 
                                  三島 良直 
 
 

大学院授業評価の実施（試行）について 
 
 
教育推進室では、『全学的な授業評価（大学院）の基本方針について』（2011 年 3 月 2 日教育
推進室）に基づき、授業評価検討WGにて検討を重ね、平成 23年度後学期の大学院授業科目に
ついて試行的に下記のとおり授業評価を実施することとなりました。 
授業評価を実施することとなった授業担当教員におかれましては、履修学生に対し、授業評価

に参加するようご指導頂きますようお願いいたします。 
 なお、本件の実施につきましては、各学生へ連絡済みであることを申し添えます。 
 

記 
 
１．授業評価期間  ： 平成 24年 1月 23日 ～ 平成 24年 2月 15日 
２．対象授業科目  ： 平成 23年度後学期大学院授業科目のうち、各研究科が選定した科目 
            （全ての大学院授業科目が対象となっているわけではございません。） 
３．授業評価の要領 ：（PC版） 

①Tokyo Tech Portalにログインし、メニューより「授業評価（大学
院試行）」を選択 
②ID（学籍番号）を入力し、授業評価アンケートにアクセス 
③表示された履修科目名を押下してアンケートに回答 

           （携帯電話・スマートフォン版） 
            ①https://jhm.gakumu.titech.ac.jp/titfd/ にアクセス 

②ID（学籍番号）とパスワード（※１）を入力し、ログインボタンを
クリック 

 ※１ 誕生日を入力 例）1月 1日 ⇒ 0101 
③表示された履修科目名を押下してアンケートに回答 

≪授業評価（大学院）の基本方針≫ 

（１）趣旨 

授業評価は大学院教育の改善のために、大学が中心となり全学を挙げて研究科、学生、教員のために継

続的に実施する。 

（２）実施体制 

授業評価は全学的な教育推進活動として教育推進室が統括し、教育工学開発センターの協力の下に各研

究科等が実施運営する。 

（３）結果の取り扱い 

全学的な立場から共通の調査項目で、授業評価を各研究科で継続的に行うものとする。各研究科は授業

評価結果をその趣旨に従って公表するとともに、研究科の教育改善のために活用する。ただし、公表す

る内容については各研究科で別途定めるものとする。 

（４）独自項目による調査 

評価内容については全学的な評価を基本とする。しかしながら、各研究科等の特色ある教育をより改善

するために、研究科等で独自の調査を実施することも可能とする。研究科等の独自調査結果の取り扱い

については、研究科の判断に委ねるが、授業評価の趣旨からできるだけ公開することを基本とする。 

 
【本件問い合わせ先】 
学務部教務課教育企画グループ 森田・笹川 
内線：７６０３  E-mail：kyo.kyo@jim.titech.ac.jp 
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出典：教育推進室作成資料 

 

 

  



教育推進室（入試室） 

121 

（資料 11－４）学部授業評価及び大学院授業評価（試行）の実施について（H25 後期） 

 

出典：教育推進室作成資料 

  

平成 25年 11月 15日 
 
教員各位 
 
                               教育推進室長 
                                  丸山 俊夫 
 

学部授業評価及び 
大学院授業評価（試行）の実施について 

 
教育推進室では、学部授業評価について、教育改善評価実施委員会にて検討した結果、平成 25
年度後学期から、大学院と同様に webで実施することになりました。 
また、大学院授業評価については『全学的な授業評価（大学院）の基本方針について』（2011
年 3月 2日教育推進室、別紙参照）に基づき検討を重ね、平成 23年度，24年度（いずれも後学
期）及び平成 25 年度前学期に引き続き、試行的に下記のとおり授業評価を実施することとなり
ました。 
授業評価を実施することとなった授業担当教員におかれましては、履修学生に対し、授業評価

に参加するようご指導頂きますようお願いいたします。 
 なお、本件の実施につきましては、各学生へ連絡済みであることを申し添えます。 
 
各授業担当教員にはご負担をおかけいたしますが、授業評価を教育改善につなげるためにも、

より多くの学生の声が集まりますよう、ご協力をお願い申し上げます。 
 

記 
 
１．授業評価期間  ： 平成 25年 11月 15日（金） ～ 平成 26年 2月 28日（金） 
           （本学一斉休業等のため， 

平成 25年 12月 27日（金）17時～平成 26年 1月 6日（月）10時を除
 
２．対象授業科目  ： 平成 25 年度後学期学部・大学院授業科目のうち、各学部、各研究科

及び各全学科目実施委員会が選定した科目 
           （全ての学部・大学院授業科目が対象となっているわけではありません

＜対象授業科目一覧＞ 
【学 部】http://www2.eduplan.titech.ac.jp/shiryo/H25jyugyohyokagakub.pdf 
【大学院】http://www2.eduplan.titech.ac.jp/shiryo/H25jyugyohyokadaigakuin.pdf 

 
３．授業評価の確認方法：①Tokyo Tech Portalにログインし、メニューより「授業評価【Course 

Evaluation】」を選択 
            【Tokyo Tech Portal】http://portal.titech.ac.jp/ 
            ②アンケート実施状況照会画面 
            ③科目ごとの回答を確認 
今回から、学生が何度でも回答できるように変更されております。回答内容は随時確認可能で

すので、例えば期間中数回アンケートを行い、平成 25 年度後学期中に学生の声を授業に反映す
ることが可能になります。 
 
４．授業評価の回答要領 ： 別紙参照 
 
５．備考  ： 大学院授業評価の試行的な実施は今回限りとし、平成 26 年度以降は学部授業

評価と同様、正式な実施へ移行予定です。 
 
 

【本件問い合わせ先】 
学務部教務課教育企画グループ 森田・武田 
内線：７６０２  E-mail：kyo.kyo@jim.titech.ac.jp 
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（資料 11－５）全学的な授業評価の基本方針 

 

出典：教育推進室作成資料 

 

  

平成 27年 7月 21日 

 

全学的な授業評価の基本方針（案） 

 

教育推進室 

 

1. 趣旨：授業評価は，教育の質の改善・向上を図るための重要な活動の一環として，全学

を挙げて実施される。大学認証評価における評価基準においても，教育の内部質保証シス

テムに関し，大学はその教育状況について点検評価し，その結果に基づいて教育の質の改

善・向上を図るための体制が整備され，機能していることが求められている。 

 

2. 実施体制：授業評価は，教育推進室において基本方針を策定し，全学的な教育推進活動

として，各部局等の協力の下，教育革新センターが実施する。 

 

3. 実施内容：教育革新センターは，授業評価実施のための企画・立案，授業評価の実施，

調査結果の取りまとめと分析，教育の質の改善・向上を図るための提案及び教員へのフィ

ードバック調査の実施等を行う。 

 

4. 評価内容：全学的な立場から共通の調査項目で継続的に行うものとする。ただし，各部

局の特色ある教育をより改善するために，部局独自の調査を実施することも可能とする。 

 

5. 結果の取り扱い：授業評価結果は，大学が教育の質の改善・向上を図るために活用する

とともに，本学の教育活動を大学内外に説明する資料として用いる。教育革新センターは，

分析結果に応じて，教育の質の改善・向上を図るために教育推進室に提言を行い，教育推

進室は必要な処置を講じるものとする。また，各部局等及び各教員は，結果に応じて教育

の質の改善・向上を図るために必要な処置を講じるものとする。なお，教育革新センター

は，教育推進室の承認を得て，その分析結果等を学術的なものに限り対外発表することが

できるものとする。 

 

6. データ管理：授業評価データの保管については，教育革新センターが責任を持つ。 

 

以上 
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（資料 11－６）学部・大学院授業評価での評価実施科目及び独自項目の設定について（H27

後期） 

 

出典：教育革新センター作成資料 
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（資料 11－７）教育推進室 PDCA サイクルについて 

 

出典：教育推進室作成資料 

 

  

教育推進室ＰＤＣＡサイクル

教育ポリシー実質化
（1.7.10）

グローバル教育（英語教
育含む）（5.6）

複数教員による組織的
指導体制（8）

専門教育の改善（4）

全学科目・教養教育の
改善（4）

創造性育成教
育（3）

学務Webシステム・ＯＣ
Ｗ（13）

四大学連合，他大学
との連携（9）高大連携教育（39）

学生支援（15.16.17.18）

授業評価（11）

教育改善評価（11）

各部局への実態調査

学勢調査（19）

ＦＤ研修（12）

各評価の結果，教育企画会議
で検討の上，改善を行う。

教育ＩＲ（11）

教育推進会議で審議

PlanⅠ

学部・研究科での教育活動

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

Ａｃｔｉｏｎ

役員会・教育研究評議会で
審議

教育ＰＤＣＡサイクルの
確立（11）

教育施設の改善（14）

学生サポーター活動
（20）

PlanⅡ

教育企画会議，実
施委員会で検討

２１世紀委員会からのミッション

中期目標・中期計画
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（資料 11－８）H24 年度卒業・修了生アンケート結果 

 

（一部抜粋） 

出典：教育推進室ホームページ 
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（資料 11－９）H25 東工大教育力向上シンポジウム 

 

出典：教務課作成資料 

  

 

平成２５年度 東工大教育力向上シンポジウムプログラム 

 

 

【開催日時】平成25年12月25日（水）13:30～16:45 

【開催場所】大岡山キャンパス 西8号館10階 情報理工学研究科大会議室 

 

13:30～13:45 開催挨拶： 三島良直 学長 

 

 13:45～14:30 招待講演： 片峰 茂 長崎大学 学長 

           「長崎大学の学士課程教育改革」 

 

14:30～15:15 講  演： 角方正幸 氏 (株)リアセック・キャリア総合研究所所長 

           「求められる人材像と大学教育」 

 

15:15～15:30 休  憩 

 

15:30～16:00 講  演： 西森秀稔 大学院理工学研究科理学系長 

           「理学部における教育改善への取り組み」 

 

16:00～16:30 講  演： 松澤 昭 教育推進室教育改善評価実施委員会委員長 

（大学院理工学研究科電子物理工学専攻 教授） 

           「本学における教育改善評価の進め方」 

 

16:30～16:45 閉会挨拶： 丸山俊夫 理事・副学長（教育・国際担当） 
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（資料 11－10）H26 教育改善活動（試行）前学期取組内容の報告会 

 
出典：教育推進室作成資料 
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中期計画【12】「FD（Faculty Development）の実施体制及び実施内容を見直し，更な

る改善を行う。」に係る状況 

22 年度から教育推進室が FD 研修（以下，研修）の実施母体となり，一泊二日の合宿型研

修｢学部･大学院 FD 研修｣を実施し，部局の垣根を越えて，27 年度までに学内の教員約 330

名が参加した。本研修においては，二日目にアンケートを取り，その分析結果を次年度の研

修の企画に活かしている（資料 12－１，２）。 

 

また，FD に関する研究として 24 年度に学内調査「教育改善活動に関する調査」を実施し

（資料 12－３），その分析結果及び各大学における研修実施の実態調査を基に，本学らしい

FD の実現を目指した「東工大型 FD 活動提言書」を 25 年度に作成した（資料 12－４）。 

 

26 年度には作成した提言書の評価及び見直しの結果，今後は教育の質向上のため，具体

的かつ実践的な研修にシフトする必要があることが判明し，それを受け従前の研修を見直

し，授業設計やアクティブラーニングの手法，英語による教授法等の実践的な内容による新

たな研修を実施した（資料 12－５）。 

 

27 年度には，研修のさらなる充実のため「教育の質保証体制の構築」「教育能力開発」「教

育学習環境開発」を３つの柱とする教育革新センターを設置し（資料 11－２，P123），28 年

度から実施する教育改革を推進するため，27 年度内に 31 回の研修を開催し，延べ 400 名超

の教職員が受講した（資料 12－６）。また，本学での FD 活動を国内外にも広めるため「教

育革新シンポジウム」を開催し，国公私立大学及び企業等の関係者約 130 名の参加があり，

本学の活動情報の発信を行った（資料 12－７）。 

 

また，27 年度「次世代工学系人材育成コア」の下で，四大学工学系人材交流プログラム

を基礎として，教育力と教育マインドを持った教員を育成するシステムの構築を目指して，

人材養成プログラム"Next Academia Leaders"を実施した。このプログラムでは，キックオ

フシンポジウム（７月），６大学合同の英語 FD 研修（８月），国際協力事業への関心を高め，

日本の高等教育の現状・位置付けを考える機会の提供を目的として，FD プログラム「新興

国における工学高等教育を考える-カンボジア」（10 月）を実施し，交流教員，助教及び若

手准教授を中心に他大学の教員を含め延べ約 70 名が参加した（資料 12－８～10）。 
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（資料 12－１）平成 26 年度東京工業大学学部・大学院 FD 研修案内 

 
出典：教育推進室作成資料 
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（資料 12－２）平成 26 年度学部・大学院 FD 研修アンケート結果 

 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料 12－３）学内調査「教育改善活動に関する調査｣結果 

 

 

（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 

  

＜目次＞ 

1. 目的 ................................................................................................................................................. 2 

2. 対象 ................................................................................................................................................. 2 

3. 調査 ................................................................................................................................................. 2 

3.1 調査方法・対象 ......................................................................................................................... 2 

3.2 調査時期 ................................................................................................................................... 2 

3.3 分析方法・対象 ......................................................................................................................... 2 

4 結果 ................................................................................................................................................. 2 

A．FD研修の実施状況について ......................................................................................................... 2 

B．学習効果が高まるよう工夫している事例 ....................................................................................... 3 

C．学習活動評価 ................................................................................................................................. 3 

＜実施例＞（「」の中は、調査用紙内の設問タイトル） ...................................................................... 4 

A．「１．研修等の実施状況」 .......................................................................................................... 4 

B．「２．学生の学習評価の実施」 ................................................................................................... 8 

C．成績評価 .................................................................................................................................. 11 

D．「3．教育改善のための競争的資金の獲得状況」 ...................................................................... 12 

その他：「４．今後の計画（及び要望）」 ........................................................................................... 13 

5 まとめ ............................................................................................................................................ 14 

6 今後の課題 ..................................................................................................................................... 14 

1. 目的 

東工大としてのの FDのあり方を検討するために、本学の教育改善活動の実態を調査する。 

 

2. 対象 

全学部、全研究科、各プロジェクトなど。 

 

3. 調査 

3.1 調査方法・対象 

本学の FD研究検討計画を基に、「教育改善活動に関する調査」を作成し、全学部、研究科、各プロジェ

クトに配布し、回収した。 

各団体がどのような教育改善活動を行っているのか、より詳細を把握するため、設問に対する回答は全

て自由記述形式にした。 

以下が回答状況である。 

 

 理
学
系 

工
学
系 

生
命
理
工
学

研
究
科 

総
合
理
工
学

研
究
科 

情
報
理
工
学

研
究
科 

社
会
理
工
学

研
究
科 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
研
究
科 

G
C
O
E
 

リ
ー
デ
ィ
ン

グ
プ
ロ
グ
ラ

ム 

N 10（９） 20（14） 1 11 3 5 1 2 3 

（注）カッコ内は、学部からの回答を除いた数 
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（資料 12－４）東工大型 FD 活動提言書 

 
出典：教育推進室作成資料 
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（資料 12－５）平成 25 年度，平成 26 年度実施の FD 研修一覧 

 
出典：教育推進室作成資料 

 

（資料 12－６）H27 年度 FD 研修実績 

 

出典：教育革新センター作成資料 

英語

参加者数 参加者数

第一回
学修マネージメント勉強会
（2015.5.21）

14
Ｈ27科目設計セミナー 第１回
（2015.8.24） 25

第二回
改革期における教職協働と実践的アク
ティブ・ラーニング
（2015.7.17）

11
Ｈ27科目設計セミナー　第２回
（2015.8.27） 22

第三回
教育改革を評価する
（2015.8.11）

15
H27科目設計セミナー　第３回
（2015.9.28） 9

第四回
教育活動を育むきっかけと
コミュニティ作り（2015．10．22）

10
H27科目設計法セミナー　第４回
（2015.9.30） 8

第五回
Teaching English(2015.12.4)
※すずかけとポリコムでつないで実施
すずかけ参加者　教員１，学生10

27
H27科目設計法セミナー　第５回
（2015.10.6） 7

第六回　アクティブラーニング
すずかけ台（2016.1.19） 7

H27科目設計法セミナー　第6回
（2015.10.15） 15

第七回　Teaching in English -
CALTECH Dr.Cassandraの講演会
（2016.1.25）

14
H27科目設計法セミナー　第7回
（2015.10.20） 14

小計 98
H27科目設計法セミナー　第8回
（2015.11.17） 21

発音とＧｌｏｂａｌ　Ｅｎｇｌｉｓｈｅｓ研修
（2015.8.3） 10

H27科目設計法セミナー　第9回
（2015.11.20） 14

ゼミとディスカッショングループ研修
（2015..8.10） 11

H27科目設計法セミナー　第10回
（2015.11.25） 16

ＣＬＩＬプログラム研修
（2015.9.7） 17

H27科目設計法セミナー　第11回
（2015.12.7） 13

講義とプレゼンテーション
（2015.9.15） 6

H27科目設計法セミナー　第12回
（2015.12.15） 16

英語シラバスライティング研修
（2015.10.16）

10
H27科目設計法セミナー　第13回
（2015.12.17）

15

CLILプログラム（アドバンス）
（2016,2/29-3/4)

7
H28科目設計法セミナー　第14回
（2016.1.15)

14

講義とプレゼンテーション
（2016,3/10)

4
H28科目設計法セミナー　第15回
(2016.1.21)

12

発音とGlobal Englishes
(2016,3/11)

7
H28科目設計法セミナー　第16回
(2016.1.26)

18

ＣＩＴＬ研修実績　
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（資料 12－７）教育革新シンポジウム報告書 

 

（以下省略） 

出典：教育革新センター作成資料 

 

  

教育革新シンポジウム開催報告 
 

 平成 27 年 10 月 23 日（金）13:30 からレクチャーシアター（大岡山地区西 5

号館 W531 講義室）において開催した，教育革新シンポジウムは，University of 

British Colombia の Simon Bates 氏の基調講演，国内外の有識者による「教育

の革新を図るには」と題したパネルディスカッション及び本学教育革新センタ

ーの取組みについて紹介を行った。 

 シンポジウムには学内外合わせ１３４人，シンポジウム終了後に企画された

アクティブラーニング対応講義室や収録スタジオの施設見学会には３７人，情

報交換会には３７人が参加した。 

 今回のシンポジウムの開催において，国内外の機関における教育支援に関す

る現状等を知ることができたとともに，本センターの活動情報の発信を行うこ

とができた。 

 

教育革新シンポジウム参加者内訳 

学内参加者 ７２名 学外参加者 ６２名 

 教員 ５２名 国立大学関係者 １５名 

事務職員 ２０名 公立大学関係者 １名 

  私立大学関係者 ２１名 

  企業等関係者 ２３名 

  その他 ２名 
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（資料 12－８）次世代人材育成コア打合せ議事メモ 

 

出典：工学系作成資料 

 



教育推進室（入試室） 

136 

（資料 12－９）四大学人材交流協定書 

 

出典：工学系提供資料 
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（資料 12－10）「FD プログラム：新興国における工学高等教育を考える-カンボジア」 

 依頼文 

 

出典：工学系作成資料 
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中期計画【13】「ICT（Information and Communication Technology）を活用した教育

支援システム及び運用体制を充実する。また，平成 28 年度から開始する学部大学院

一貫の新たな教育システムに対応できる新教務支援システムを構築する。」に係る状

況 

ICT を活用した教育支援システムとして，教務 Web システム並びに TOKYO TECH OCW/OCW-

i の運用体制の充実を図った（資料 13－１～４）。 

 

教務 Web システムの利用については，学生に対する調査や教員からの意見聴取を行い，改

善の実施とともに，さらなる利便性向上のための新機能を順次追加した（資料 13－５～７）。 

TOKYO TECH OCW/OCW-i については，教務 Web システムとの連携強化を図るとともに，

OCW/OCW-i 利用促進のための機能充実を図った。例えば，学習申告未了の学生でも TOKYO 

TECH OCW-i より講義関係資料が入手可能，携帯電話からアクセスできる携帯版 OCW-i の開

設及び音声・動画配信機能，学生への個別連絡機能，クリッカー機能等の機能追加があげら

れる（資料 13－８）。 

 

また，無線 LAN のアクセスポイントの設置状況を調査し，学生が利用する建物に全て配置

していることを確認し，さらに配置数を増やす等の一層の充実を図った（資料 13－９）。 

 

大岡山及びすずかけ台キャンパスの遠隔講義システムは，新規に３件追加導入し，異なる

キャンパスで学ぶ学生の利便性を図るとともに，一橋大学や東京外国語大学等を中心に他

大学との授業相互配信を行っている（資料 13－10）。 

 

28 年度からの教育改革に向け，新教育システムに対応する新教務システムを構築し，試

行的に運用を開始したほか（資料 13－11），学生が学修の過程並びに学修成果を長期に亘っ

て収集したものを必要に応じて系統的に選択し，その到達度を評価し，次に取組むべき課題

を見つけ，ステップアップを図るための学修ポートフォリオシステムを構築し，試行運用を

行った（資料 13－12）。さらに，シラバスの入力機能については，日本語・英語の２ヶ国語

対応の実現，システム利用者の利便性の向上，国際化への対応を目的として教務 Web システ

ムに機能追加を行うとともに，開講する全ての科目について OCW において日本語・英語版の

シラバスを公開することとし，27 年度中に，28 年度開講予定科目の 96.3％のシラバスを

TOKYO TECH OCW で公開した（資料 13－13，14）。 

 

また，オンライン学習環境を充実させるため，MOOCs（Massive Open Online Courses）の

一つである edX コンソーシアムに加盟し，このプラットフォームで提供するコンテンツの

制作に着手し，27 年度に２コンテンツを作成した。１コンテンツにおいて，世界 155 カ国

の学生合計 5,400 名以上の登録があった（資料 13－15）。 

  



教育推進室（入試室） 

139 

（資料 13－１）学務 ICT 運用体制 

 
出典：教務課作成資料 

 

（資料 13－２）教育支援システムの運用体制 
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出典：教務課作成資料 

（資料 13－３）教務 Web システムについて 

 

出典：教務課作成資料 

 

（資料 13－４）TOKYO TECH OCW/OCW-i について 

 

（以下省略） 

出典：TOKYO TECH OCW/OCW-i パンフレット 
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（資料 13－５）教務 Web システム 学生アンケート 

 

出典：教務課作成資料 
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（資料 13－６）教務 Web システム 学生要望 

 
出典：教務課作成資料 
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（資料 13－７）教務 Web システム改修状況 

 
出典：教務課作成資料 

項目 項目の詳細および対応・改修状況

ご意見箱（アンケート機能）の設置 教員や学生の意見を聞くために、質問項目を自由に作成できるアンケート機能を実装した。

大学院学生の申告時における指導教員の承認について 大学院学生を指導している教官が学生の申告状況を把握して承認をするための機能を追加した。

履修申告者のメールアドレス情報の追加 教員が担当する授業科目を履修している学生のメールアドレスをcsvファイルでダウンロードできるようにした。

csv以外のファイルアップロード時にはエラー表示 成績報告を一括で行う際、csv形式以外のファイルを選択した場合にエラーを表示させるようにした。

特記事項欄の設置
成績入力を行う際、教員が教務課に伝えるべきことがあった場合にコメントを入力できるように特記事項欄を成績報告画面に
追加した。

承認申請ボタンの明確化 テキスト形式で記載されていたメニューをより明確にするために画像ボタンに変更した。

権限により閲覧できる学生情報の追加 学生ポップアップ画面に卒業要件等のタブを追加した。

補講期末試験調査において重複が発生しない日付候補を表示できるよ
うにする

「空き時間チェック」のタブを追加した。

補講期末試験調査における回答状況の確認 回答済みかどうかのステータスで科目をフィルターできるようにした。

申告エラー条件：学生別上限単位の設定

これまで学部・大学院で異なっていた条件について、合わせて年度ごとの設定にしました。CSVの年度列を書き換えてアップ
ロードすれば表示される。

お知らせメール言語設定
教員・学生向けのお知らせメールについて、言語設定メニュー（日本語or英語）を設置した。

操作日時の設定
全ページにおいて操作日時の設定（過去日付、未来日付で画面操作すること）が出来るようにした。

アンケート機能の選択肢について
アンケート回答する際に『その他』を選択した場合は、その他の内容を入力させるフォームを付けた（単一選択回答、
複数選択回答問わず）。

身分異動の履歴をグラフ的に見られるようにする

・各身分異動種別の順番を変更（基本在籍→延長→留学→休学→復学→休学(兵役)→その他）
 ・管理者/教務課でのみ表示(教員に代理入力した場合も表示されるが、完全なりすましでは表示しないよう制御)
印刷時に各セルの背景色が出ないことについては、ブラウザの仕様のためプログラム側で制御できず、 背景色を印
刷したい場合は各ブラウザの印刷設定にて対応する必要があります。  また、今回の改修で教務課メニュー右下に「学
生情報」というメニューを追加し、 学籍番号を入れて表示ボタンを押すと、身分異動履歴のリンクが表示されます。な
お、学生情報画面については、申告状況などに学籍番号を指定して飛ぶリンクを追加するよう引き続き検討します。

教員スケジュール画面：前学期でも後学期のスケジュールを確認で
きるようにする

スケジュールを確認できるよう改修を行った。

健康診断のフォーマット修正・連携の修正

教務webシステムとデータ連携している学生支援課（保健管理センター）管理の健康診断システムがリニューアルされ
たため、それに合わせてデータ連携の機能改修および教務Webシステム側のフォーマット変更（英語表記の追加など）
を行った。

データ連携の修正

教務Webシステムは教務基幹システムから定時のデータ連携（取込）を行っているが、基幹システム側のデータ量が
日々増大していることを踏まえ、システム間のデータ連携機能について追加改修を行った。

各学科の科目一覧の表示について

学科長等の権限による閲覧により、学科の各学期別の開講科目一覧を閲覧できるようにし、CSV出力もできるよう改
修を行った。

大学院学生の申告承認手続について

大学院学生の申告承認手続について、現行では一度許可・不許可を決定すると その後の変更ができないため、申告
不許可の処理と同様に承認期間中であれば教員が 許可・不許可を変更できるように改修を行った。

IE11対応

Windows7
・PDFダウンロードでファイル名が文字化けする点について、改修を行った。
・表示ボタンを押して一定時間経つと自動的に画面が閉じることについてはWindows7の仕様ですが、一定時間中にファ
イルをダウンロードしないと再度表示ボタンを押さないといけなくなるので、対処できるか引き続き検討します。

Windows8.1
・申告取消で表示ボタンを押しても一覧のステータスが「承認待ち」に変わらない(ページ遷移して戻ると変わっている)
点について、対処できるか引き続き検討します。

時間割の検索について

現在、学部学生が時間割を検索する際に、推奨されている科目であればデフォルトで表示されるが、 推奨していない
科目（他学科）については、あえて検索しなければ出てこない。 推奨していない科目についても、担当者が各種設定画
面で登録することによって、デフォルト表示にできるよう改修を行った。

学部時代にとった大学院科目の成績表示
大学院生の操作画面において、認定が必要な大学院科目がある場合、タブを分けて表示するよう改修を行った。

自転車・オートバイ利用手続き機能の追加

窓口申請を行っていた自転車・オートバイの利用申請手続きを電子化した。

講義室予約管理
学生や教員が使用する講義室の予約手続きを紙での管理からWeb登録での管理に変更した。

教務Webシステム改修状況
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（資料 13－８）TOKYO TECH OCW OCW-i 開発項目一覧 

 

出典：教務課作成資料 
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（資料 13－９）無線 LAN アクセスポイント 

 

（以下省略） 

出典：教務課作成資料 
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（資料 13－10）遠隔講義室一覧 

出典：教務課作成資料 

 

（資料 13－11）新教務システム改修状況 

 
（以下省略） 

出典：教務課作成資料 
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（資料 13－12）学修ポートフォリオシステム内容

 

（一部抜粋） 

出典：教務課作成資料 
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（資料 13－13）TOKYO TECH OCW シラバス（日本語・英語版） 
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（一部抜粋） 

出典：TOKYO TECH OCW ホームページ 
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（資料 13－14）シラバス公開状況 

 

出典：教務課作成資料 

 

（資料 13－15）「edX」参加プレスリリース全文 

 

                     （以下省略） 

               出典：本学ホームページ 

シラバス公開状況　　平成28年3月30日現在

区分 全科目数（件） 公開科目数（件） 公開率（％）

大学全体 6427 6190 96.3

学部Total 2628 2494 94.9

大学院Total 3799 3696 97.3
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中期計画【14】「アクティブラーニングや少人数教育など授業形態の多様化に対応できる

教育施設・設備を整備する。」に係る状況 

授業形態の多様化に対応できる教育施設・設備を整備するため，教育推進室の下に WG を

設置し，講義室の問題点，講義数増加への対応，講義室収容人数と申告者数のミスマッチ解

消など将来の展望を含めた検討を行い，今後の講義室の在り方・講義棟の新設・授業環境の

改善等についての報告をまとめた（資料 14－１）。 

形状が講義室として適さない，机等の規格が古い等の指摘事項に対応するため，講義室の

形状変更や，机・椅子・プロジェクター等の設備改善等を段階的に進め，学習環境の整備を

図った（資料 14－２）。主な改善等は，（資料 14－２下段）のとおりである。 

 

また，アクティブラーニング等の学生の主体的・協同的な授業形態へ対応するため，可動

式の机・椅子，電子黒板及び学生グループ用にタブレット等を兼ね備えたアクティブラーニ

ング対応型講義室を 26 年度に７室設置した（資料 14－３）。 

 

26 年度には，既存の階段教室をレクチャーシアター（劇場型教室）に改修し，世界的に

著名な発見・発明者を招き，実験や観察などを含めた創造的経験を学生へ提供することが可

能となった（資料 14－４）。レクチャーシアターを用いて，新たに科学・技術の面白さを体

感できる１年生向けの授業「科学・技術の最前線」（プレ実施），高校生向け公開授業，クリ

スマス・レクチャー等を 27 年度から実施した（資料 14－５）。 

 

さらにアクティブラーニングを活用した授業実施のため，FD 研修を開催し，助教から教

授まで，様々な立場の教員が参加し，アクティブラーニングを促す教育方法についての理解

を深めた（資料 14－６）。 
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（資料 14－１）学生及び教育に関する建物について（第一次答申） 

 
（以下省略） 

出典：教育推進室作成資料 
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（資料 14－２）第二期中期計画期間の新設・改修講義室リスト 

 
（主な改善点） 

（大岡山キャンパス） 

・南２号館の大講義室（200 名規模１室）を新設 

・本館の中庭の講義室（100 名室及び 50 名規模２室）を新設 

・本館内の講義室（30～35 名規模数室）を新設 

（すずかけ台キャンパス） 

・B225 講義室（収容 48 名），J234 講義室（60 名）の２室にある遠隔講義システムを最

新のハイビジョンタイプの遠隔講義システムに更新 

出典：教務課・学務課作成資料 

  

新設・改修講義室一覧表（平成22年度～27年度）

建物名 講義室名 区分 建物名 講義室名 区分

平成２２年度 本館 H101講義室 改修

西２号館 W241講義室 改修

南２号館
S223講義室
S224講義室

新設

本館 H121講義室 改修 B2棟 B223講義室 改修

本館
H117講義室
H118講義室

新設 G1～G3棟
G111講義室
G112講義室
G113講義室

改修

西６号館 W631講義室 改修

南２号館 S222講義室 改修

本館

H119A講義室
H119B講義室
H102講義室
H103講義室
H104講義室

新設 B2棟
B221講義室
B225講義室

改修

南５号館

S511講義室
S512講義室
S513講義室
S514講義室
S515講義室
S516講義室

新設 G1棟
G111講義室
G115講義室

改修

本館 H136講義室 新設

西３号館 W371講義室 新設

西５号館 W531講義室 改修

南２号館 S223講義室 改修

南３号館
S322講義室
S323講義室

改修

南５号館
S517講義室
S518講義室

新設

平成２７年度 石川台１号館 I121講義室 改修

大岡山地区
年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２６年度

J2棟 J232講義室 改修

平成２５年度

すずかけ台地区

G1～G5棟

G112講義室
G113講義室
G114講義室
G223講義室
G324講義室
G511講義室
G512講義室

改修

J2棟
J232講義室
J233講義室
J234講義室

改修

J2棟 J221講義室 改修
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（資料 14－３）アクティブラーニング対応型講義室一覧 

 
出典：教務課作成資料 

 

（資料 14－４）レクチャーシアター説明資料 

 

出典：教務課作成資料 
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（資料 14－５）レクチャーシアター使用例 

 
（一部抜粋） 

出典：国際フロンティア理工学教育プログラム作成資料 

  

東工大レクチャーシアターを利用した講義、イベント等一覧： 
１　通常授業

２　イベント等

日付 イベント名称 担当部署

4月3日 セミナー 情報理工グループ

5月9日 セミナー 材料工学専攻

5月23日 ホームカミングデー ホームカミングデイ事務局

5月31日 一日東工大生 社会理工学研究科

6月1日 ロールスロイス社講演会 工学系専攻

6月10日 横須賀高校来訪 国際フロンティア

6月20日 セミナー 化学科

6月29日 ５類特別講義（JR東海・リニア） 国際フロンティア

7月1日 セミナー 応用化学専攻

7月4日 教員向け入試説明会 入試課

7月8日 山田研セミナー 山田研究室

7月9日 授業設計説明会 教育革新センター

7月15日 イベント 留学生交流課

7月16日 JSTサクラサイエンスプラン 広報・社会連携課

7月22日 キャンパスアジアサマープログラム 留学生交流課

7月23日 ４類特別講義（ファナック株式会社） 国際フロンティア

7月28日 会議 産学連携

8月8日 オープンキャンパス アドミッションセンター

8月21日 サマープログラム閉講式 留学生交流課

8月30日 高大接続シンポジウム 総務課

9月12日～13日 クリスマスレクチャー2015 国際フロンティア

9月15日～9月19日 分子科学討論会 化学専攻

9月25日～9月26日 講演会 応用化学専攻

9月30日 シラバスチェック説明会 教務課・教育企画グループ

10月11日 the 4th ELiTES General Meeting 基礎物理専攻

10月19日，12月2日 ３類特別講義（Joop Schoonman 教授） 国際フロンティア

10月21日 保安教育講習会 安全管理室

10月23日 教育改革に関するシンポジウム 教育革新センター

10月26日 人間力基礎第二講義 グローバルリーダー教育院

10月29日～30日 シンポジウム 経営工学専攻

11月16日 レクチャーコンサート 有機・高分子専攻

11月18日，25日 プロジェクト発表会 ＩＴ特別教育研究コース

11月22日～23日 大隅教授ガードナー賞受賞記念講演会 生命理工学部生体システム専攻

11月27日 文部科学省ヒアリング 施設総合企画課

11月30日 文部科学副大臣視察 総務課

12月5日 ワークショップ 留学生交流課

12月9日 １類特別講義（谷本教授） 国際フロンティア

12月10日 7類特別講義（David Van Vactor教授） 国際フロンティア

12月20日～23日 研究会 基礎物理専攻

1月7日 創造性科目発表会 教務課・教育企画グループ

1月14日 会議 資源研

1月27日 １類特別講義（長谷川准教授） 国際フロンティア

1月27日 6類特別講義（Dr.ナダレンジャー） 国際フロンティア

1月28日 7類「科学技術の創造プロセス」プレ実施 生命理工学部

2月3日 公開セミナー 「ぐるなび」食の未来創成寄附講座

前期

月曜：心理学・文化人類学・５類Ｆゼミ　　　　　　　　　　　　火曜：２類ＴＬＴ試行

水曜：７類リテラシー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　木曜：１類リテラシー・４類リテラシー

金曜：テキスト解釈論・電気学第一

後期

月曜：熱統計力学第一                                         金曜：電気電子基礎・グローバル時代の国際政治
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（資料 14－６）アクティブラーニング研修報告書    

 

 

（以下省略） 

出典：教務課作成資料 
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中期計画【15】「学生支援のための諸活動の拠点として，学生支援センターにおける各部

門の運営体制を強化し，かつ部門間の連携を進める。」に係る状況 

第２期中期目標期間において，これまで健康，キャリア，キャンパスライフ等の支援を行

ってきた学生支援センター（以下，センター）を，さらに学生支援の中核として機能させ，

キャリア支援について特化した別の組織を設置するなど，学内の変化に順応した機能の見

直しを行うことで運営体制を強化し，また部門間の連携強化を行った。 

 

22 年度は，各部門の運営体制の強化のために，部門の実績と課題について調査・分析を

行った結果，教育推進室の下に置く厚生補導協議会が審議する一部の事項のセンター・キャ

ンパスライフ支援部門への移行を含めた改変を行うこととした（資料 15－１）。 

23～24 年度にかけて，センターの在り方についてさらに検討を重ね，センター規則にお

いて各部門の任務内容を明示した（資料 15－２，３）。また，25 年度のイノベーション人材

養成機構の発足に伴い，キャリア支援機能は同機構へ移管し，学生相談部門と自律支援部門

の２部門体制で運営を開始した（資料 15－４～６）。 

 

学生相談部門では，カウンセリング・ハラスメント対策委員会を設置し，全学の相談活動

実績の収集や学生・教職員への啓発活動を行っている（資料 15－７，８）。自律支援部門で

は，学生間・大学・地域等に対して有益という公的な性格を有し，学生の自主性に基づき企

画・立案・実施され，教職員も協働し関与が必要で，大学コミュニティの活性化に繋がる活

動の支援として，主に学勢調査，国際交流学生会等の活動への支援を行っている（資料 15

－９，10）。 

 

さらに，28 年度より施行の「障害者差別解消法」により国立大学法人では障害学生への

差別の禁止と合理的配慮の提供の義務化に伴い「障害学生支援の方針と体制について」をと

りまとめ，提案を行った。その結果，学生支援センター内にバリアフリー支援部門を設置し，

相談部門と連携し総合的な相談•支援体制を充実させるための検討を進めた（資料 15－11）。 

 

各部門の特性を十分活かした運営体制とするため，学生相談部門の部門長を学生相談室

長，自律支援部門長を理事・副学長（教育・国際担当）特別補佐が担当することとした（資

料 15－12）。各部門間の有機的連携は，複数名の教員が学生相談部門下の委員会及び自律支

援部門下の委員会の双方に携わることで，部門間での意思疎通を強化した（資料 15－７，

12）。全学との連携を図るため，従来設置されていた部門の移管先である教育推進室，保健

管理センター，イノベーション人材養成機構キャリア支援室における委員会には，センター

の教員が構成員となっている。 
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（資料 15－１）厚生補導協議会審議事項移行案 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 15－２）学生支援センター変更案 

 
（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－３）学生支援センター改組案 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－４）学生支援センター規則一部改正 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－５）学生支援センター組織図 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－６）イノベーション人材養成機構組織図 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 15－７）H26 カウンセリング・ハラスメント対策企画委員会名簿 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

  

26.11.17

所　　　属 専攻等 職　名 氏　　名 備考

大学院総合理工学研究科 創造エネルギー専攻 教授 岡村哲至
理事・副学長（教育・国際担当）

特別補佐

保健管理センター 　 教授 齋藤憲司 カウンセラー

保健管理センター 　 教授 安宅勝弘 精神科医・学校医

大学院理工学研究科 材料工学専攻 教授 熊井真次 学生相談室長

大学院理工学研究科 国際開発工学専攻 教授 大即信明 ハラスメント相談員連絡会議主査

留学生センター 　 准教授 佐藤　礼子 ハラスメント相談員

学生支援課 課長 青木　彰 事務担当

学生支援課 グループ長 松永　修 事務担当

平成２６年度カウンセリング・ハラスメント対策企画委員会名簿
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（資料 15－８）学生支援に係る研修の実施状況（平成 26 年度） 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－９）学勢調査ホームページ 

 

出典：学生支援課ホームページ 
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（資料 15－10）国際交流学生会の活動実績 

 
出典：学生支援課作成資料 

 

 

  

国際交流学生会SAGE（Student Association for Global Exchange）取組実績

平成22（2010）年度・活動実績　

平成23（2011）年度・活動実績　

平成24（2012）年度・活動実績　

平成25（2013）年度・活動実績　

平成26（2014）年度・活動実績　

活動内容 活動実績　

【交流会】（来訪受入れ）

・Aalborg大学（4/1，2　18名）

・University of British Columbia（カナダ）（5/7　26

名）

・Ecole des Mines （7/8　11名）

・Pohang Unicersity of Science and Technology

（8/24　2名）

・City University of Hong Kong（8/25　4名）

・Japan Visit Team from Korea（11/5　37名）

【その他】（自主企画）

東京オリエンテーリング（11/5　37名）

【交流会】（来訪受入れ）

・King Mongkut's University of Technology

Thonburi（ 4/21　17名）

・グランゼコール（6/27，7/4，11，18　のべ80名）

【その他】（自主企画）

・第２回東京オリエンテーリング（4/23　18名）

・第１回フードパーティー（6/23　38名）

・第３回東京オリエンテーリング（10/29　40名）

・第２回フードパーティー（12/22　40名）

・第３回ASCENTアジア理工系学生連携促進プロ

グラム（3/12～20　来訪17名　）
海外の学生の訪問を手伝い，交流会等（キャンパスツ

アー，学生討論会，ウェルカムパーティー）を企画・運営

する。

また，海外大学生の招へいプログラムを企画する。

【登録人数】

　平成22年度：８名

  平成23年度：10名

  平成24年度：10名

　平成25年度：12名

　平成26年度：16名

【交流会】(来訪受け入れ）

・科学技術振興機構さくらサイエンスプラン（中国）

（7/28　32名）

・カセテート大学附属高校（タイ）（10/1　5名）

・マプア工科大学（フィリピン）（12/3　19名）

・ジョージア工科大学（アメリカ）（12/22　1名）

・KAIST（韓国）（1/7　44名）

・チョンナム大学（韓国）（2/4　4名）

・香港専業教育学院（香港）（3/30　43名）

【その他】（自主企画）

・第8回東京オリエンテーリング（4/26　49名）

・第2回フードパーティー（5/31　15名）

・第9回東京オリエンテーリング（10/25　37名）

・第6回ASCENTアジア理工系学生連携促進プロ

グラム（3/13～23　40名うち来訪19名）

【交流会】（来訪受け入れ）

・Leiden大学（オランダ）（4/30, 5/2　36名）

・嶺南大学(韓国)（8/16　3名）

・カーネギーメロン大学（カタールキャンパス）（3/7

16名）

・カレリア大学（フィンランド）（3/28　9名）

【その他】（自主企画）

・第6回東京オリエンテーリング(4/27　47名）

・第7回東京オリエンテーリング（11/2　34名）

・第5回ASCENTアジア理工系学生連携促進プロ

グラム（3/14～3/23　24名うち来訪14名）

【交流会】(来訪受け入れ）

・キングモンクット工科大学（タイ）（5/28　19名）

・グランゼコール(フランス）（6/14, 7/4, 7/11, 7/18

80名）

【その他】（自主企画）

・第4回東京オリエンテーリング（4/21　45名）

・第5回東京オリエンテーリング（10/27　45名）

・第1回東工大オリエンテーリング（12/14　13名）

・第4回ASCENTアジア理工系学生連携促進プロ

グラム（3/15～3/24　9名うち来訪7名）

（その他）

・米国大学院留学説明会（6/22　123名）
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（資料 15－11）学生支援センター組織図 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 15－12） H26 学生支援センター自律支援部門実施チーム名簿 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

  

氏　　名 所　　属 備　　考

岡村　哲至
大学院総合理工学研究科教授
　　　　　　　　　創造エネルギー専攻

自律支援部門長/
ピアサポート

岩附　信行
大学院理工学研究科（工学系）教授
　　　　　　　　　機械物理工学専攻

学勢調査

齋藤　憲司 保健管理センター教授 ボランティア/旧：学生支援ＧＰ継続プログラム

篠崎　和夫
大学院理工学研究科（工学系）教授
　　　　　　　　　材料工学専攻

電子掲示板

西原　明法
大学院社会理工学研究科教授
　　　　　　　　　人間行動システム専攻

ＳＡＧＡ/理工系学生能力発見・
開発プロジェクト

長谷川　純
大学院総合理工学研究科准教授
　　　　　　　　　創造エネルギー専攻

すずかけ台活動支援

山田　恵美子 学生支援センター特任准教授 コーディネーター

齋藤　宏文 教育工学開発センター特任助教 理工系学生能力発見・開発プロジェクト

青木　彰 学生支援課 課長

松永　修 学生支援課支援企画グループ グループ長

妹尾　雅俊 学生支援課支援企画グループ

小森　友紀子 自律支援部門

平成２６年度　学生支援センター自律支援部門　実施チーム名簿

コ　ア　メ　ン　バ　ー

事　務　担　当

　※学生支援ＧＰは文科省からの補助期間が平成２３年３月で終了し、
４月以降は本学の事業として継続発展を期して運営している。
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中期計画【16】「博士課程学生，困窮度の高い学生，国内外で開催される競技や国際的な

催しに参加する学生等，広い視点で経済的支援を継続的に実施する。」に係る状況 

本学では，20 年度より博士後期課程学生の経済的負担を軽減する制度として TRA 制度を

開始し，現在も継続実施している。 

22 年度に意識調査を実施した結果では，約６割の学生にとって TRA 制度が博士課程進学

の動機となることや授業料免除，給与型経済支援を望む学生・教員が多いこと，また，全学

生を対象とした学勢調査結果でも奨学金・授業料免除の充実を求める意見が多いことも判

明した（資料 16－１）。  

 

23 年度以降，前年度の調査結果を踏まえ，東京工業大学基金を財源とした新たな給付奨

学金を新設し，毎年，継続的に実施している（資料 16－２）。25 年度以降は，博士課程学生

への経済的支援制度実施の効果の分析に基づき，部局の判断により，優秀な学生に支援額を

増す等の裁量を与えることとした。 

 

困窮度の高い学生への経済的支援策として，23 年３月に発生した東日本大震災を受け，

文部科学省の入学料免除や授業料免除の追加措置に加え，追加経費でカバーできない被災

学生に対して大学経費で免除枠を拡大して実施するとともに，大学独自の給付奨学金を新

設し，延べ 108 名の被災学生に給付した（資料 16－３）。また，授業料等の納付が困難な学

生に授業料免除等の経済的支援の実施・奨学金の給付を行った。さらに，東工大基金を財源

とした学部学生，修士課程学生を対象とする新たな給付奨学金を新設した（資料 16－２）。

24 年度には，寮費，高額医療費の支援策の検討を行い，次年度，入院中の留学生の申請に

基づき，寮費の免除を行っている。また，25 年度からは，博士課程進学予定の修士課程２

年次の学生に「130 周年記念博士進学エンカレッジ奨学金」を支援している（資料 16－２）。 

 

課外活動等の参加者への新たな経済的支援として，東工大 130 周年事業から合成生物学

の国際大会である iGEM2011 の参加費用や SAKURA PROJECT 活動費などの援助を実施した。

また，東工大基金からもサークルへの寄附を積極的に呼びかけ，基金の一部をサークルへの

助成金として使用できることとした。 併せて，全国レベルあるいは国際レベルに出場する

サークルを対象に毎年，一定額の支援を行っている（資料 16－４，５）。 
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（資料 16－1）博士後期課程学生への経済的支援（ＴＲＡ） 意識調査結果 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 

 

  

博士後期課程学生への経済的支援（ＴＲＡ） 意識調査結果 

2010.9.14 学生支援課＆岡村

１．目的 

 博士後期課程学生への経済的支援（ＴＲＡ：平成 20年度より開始）により、ＴＲＡ業務に従事した

学生及びその指導教員に対し、アンケート形式にて本制度への意識調査を行い、今後の本制度の改善

や博士後期課程改革のための基礎資料とする。 

 

２．調査対象、調査方法、調査時期 

 平成 21年度に博士後期課程に入学し、ＴＲＡとして業務に従事した博士課程学生１５７名、及びそ

の指導教員１３０名とする。平成 22年 7月 7日付けで、添付資料１、２、３を文書で依頼し、7月 30

日を〆切とした。（学生及び指導教員の対象者の内訳は、添付資料４） 

 

３．従事学生に対する調査結果概要 

（カッコ内の数値は昨年の調査結果、下線部は昨年と優位な変化があった事柄）

学生からの回答数は、157 名のうち 77 名｛49.0％｝。（161 名のうち 90 名｛55.9％｝） 

                             （調査結果のすべては添付資料５）

 ・ＴＲＡ制度を知ったのが、博士後期課程になってからが50.6％（60.0）、修士課程では40.3％（34.4）。

 ・ＴＲＡ制度を知るきっかけは、教員からが 55.8％（66.7）、HP その他からが 42.9％（33.3）。 

 ・博士後期課程進学の動機付けになったが 59.8％（48.9）、ならなかったが 33.8％（41.1）。 

 ・申請した理由の 89.6％（90.0）は経済状況の改善。 

 ・ＴＲＡ以外にも、36.4％（41.1）が日本学生支援機構奨学金、55.8％（55.6）が TA,RA で経済支

援を受けている。 

 ・ＴＲＡ業務について、教員と全く話し合っていない学生が 18.2%（10.0）。 

 ・ＴＲＡ業務が忙しかったが 22.1％（18.9）、学業に支障があったが 13％（8.9）。 

 ・支援額は適切であると思うが 52.0％（67.8）、足りないと思うが 40.3％（25.6）。 

 ・改善してほしい事項として、支援額が 44.2%（23.3）、事務手続きが 28.6%（28.9）、業務開始時期

が 19.5％（34.4）。 

 ・ＴＲＡ以外で期待する経済支援として、授業料免除が57.1％（44.4）、給付型奨学金が37.7％（27.8）。

 

 自由記述によるおもな意見 

 ・一度授業料を納めなければならないのが、つらい。 

 ・学振特別研究員にも給付があってもよい。応募資格の見直し。 

 ・他のＲＡがあることにより、ＴＲＡの額が半額になった。 

 ・給与として支払われると税金がかかる。 

 ・業務の内容が人によって差がある。／ほとんど何もやっていない学生と、仕事を頼まれる学生が 

いることに差別を感じる。 

 ・（社会人学生）不況の中、収入も減少しているので、非常に助かっている。 

 ・授業料免除のようなかたちがよい。 
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（資料 16-２）東京工業大学基金奨学金一覧及び採用数 

名  称 

（開始時期） 
対 象 給付額 

平成 26

年度採用

数 

所要財源 

ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀ奨学金 

（2011.10 開始） 

外国人留学生 

修士課程(国際大学院ｺｰｽ) 

成績優秀 

15 万円/月 

入学料・授業料 

標準修業年限 

0 名 

496 万円 

（大口使途特定

寄附） 

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ/東工大

奨学金 

（2011.10 開始） 

外国人留学生 

修士課程(国際大学院ｺｰｽ) 

成績優秀 

1年目82万円/年 

2年目55万円/年 

標準修業年限 

0 名 

137 万円 

（大口使途特定

寄附） 

手島精一記念奨

学金 

（2012.4 開始） 

国内学生 

学部２年次 

成績優秀かつ経済的困窮 

5 万円/月 

標準修業年限 
3 名 

540 万円 

（手島財団より

継承した財産） 

青木朗記念奨学

金 

（2012.4 開始） 

国内学生 

修士課程 

成績優秀かつ経済的困窮 

5 万円/月 

標準修業年限 
3 名 

360 万円 

（大口使途特定

寄附） 

草間秀俊記念奨

学金 

（2012.4 開始） 

国内学生 

博士後期課程 

成績優秀かつ経済的困窮 

6 万円/月 

標準修業年限 
2 名 

432 万円 

（大口使途特定

寄附） 

130 周年記念博士

進学エンカレッジ

奨学金 

（2012.10 開始） 

修士２年次 

各専攻 1名で，博士課程に

進学する者 

5 万円/月 

修士修了前6ヶ月

間 

39 名 

1,320 万円 

（使途特定寄附

及び運用益） 

Hino Scholarship 

（2013.10 開始） 

外国人留学生（タイ国籍） 

修士課程(国際大学院ｺｰｽ) 

成績優秀 

12 万円／月 

入学料・授業料 

標準修業年限 

0 名 

424 万円 

（大口使途特定

寄附） 

（設置順） 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 16-３）被災奨学金年度別人数 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 16－４）課外活動援助金申請一覧 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 16－５）学生の課外活動への支援について 

 

出典：学生支援課作成資料 

団体名 顧問教員 申請者 大会名 日時 場所 出場者・成績等 支援額(案）(円

マイスター 井上剛良 井上毅哉 鳥人間コンテスト
2015

2015/7/25
～7/26

滋賀県彦根市 マイスター・人力プロ
ペラ機ディスタンス部
門４位

100,000

陸上競技部 井頭政之 永島唯哉 第３１回日本ジュニア
陸上競技選手権大会

2015/10/16
～10/18

静岡県瑞穂公園
陸上競技場

永島唯哉・110mH準
決勝進出 21,450

サイクリング部 吉岡勇人 高橋佑太 第４６回全日本選手
権

2015/12/12
～12/13

福岡県阿珂川町
尾体育館

予選リーグ・２位
91,499

サイクリング部 吉岡勇人 高橋佑太 サイクルサッカーホン
コンオープン

2015/8/2 香港柴湾体育館 予選リーグ・２位
100,000

(2016.1.29作成

＊支援額の上限は１０万円とする。
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中期計画【17】「留学生を含め，本学学生に対する宿舎を整備・充実する。」に係る状況 

22 年度に，全学的組織である 21 世紀の個性輝く東京工業大学検討委員会の下に，部会を

新たに設置した。この部会では，教職員に対しアンケートを実施するなど，宿舎の整備・充

実について検討を行い，24 年度に部会報告を取りまとめた。 

報告を受け，新たに委員会を設置し，本学の寮及び宿舎整備について取組を行った（資料

17－１）。 

 

22 年度に部会において，すずかけ台地区における留学生寄宿舎等の整備について検討の

結果，すずかけ台ハウスの一部（南つくし野ハウス）は取得するに値する妥当な物件である

との答申を行った。その後，整備計画及び懸案事項について検討を行い，宿舎整備を進め，

24 年４月に南つくし野ハウスを設置した。 

24 年度には，委員会において，本学の寮及び宿舎整備について，年度の改修計画に基づ

き，職員宿舎である大岡山宿舎の一部を，モデルケースとして学生寮に改修工事を行うこと

とした。 

26 年度には，民間の宿舎である梶ヶ谷国際寮との提携を行い，日本人及び留学生の受入

可能人数の増加に取組んだ。 

 

また，27 年９月に賃貸借契約老朽化により契約が終了した洗足池国際交流ハウスは，当

該建物所有者と覚書を締結し，新しく建て直した新築物件を東工大学生寮として，新たに

賃貸借契約を交わす準備を進めた。 

 

（資料 17-１）学生寮に係る整備状況 

 

出典：学生支援課作成資料 
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中期計画【18】「ハラスメント・メンタルヘルス対策を強化するための相談体制を充実す

るとともに，学生・教職員への啓発活動を継続的に実施する。」に係る状況 

相談体制の充実，啓発活動の実施について，23 年度に学生支援センターに係る体制整備

について検討した結果，全学的な相談窓口の中核となるカウンセリング・ハラスメント対策

企画委員会（以下委員会）（資料 15－７，P172）を学生支援センター相談部門に設置し，全

学での現状の把握•分析を行い，検討結果を各相談窓口での実践と連携，体制整備に活かし

ている（資料 15－11，P213）。 

 

相談体制の充実に向けては，委員会の下に置く WG で各相談窓口における体制や相談の特

性の調査•分析を行い，また，委員会において，望ましいサポートシステムや施策について

整理•提言を行うとともに，各相談窓口の活動実績の収集や課題分析を行った。 

このことにより，各相談窓口が協力して広報や啓発に努め，相互に紹介・連携を展開して

きた結果，相談体制の中でも相対的に比重の大きいカウンセリング，メンタルヘルス，キャ

リア相談，電話相談デスクについて，着実に相談件数の増加が見受けられた（資料 18－１，

２）。 

      

ハラスメント対策については，学勢調査に基づくハラスメントの現状を各研究科・専攻等

に周知し，対応策の情報収集を行った。メンタルヘルス対策に関しては，監事監査報告書の

回答となる「自殺防止対策の基本方針と具体的施策」をまとめ，ハイリスク群の特徴と総合

的な対策について提言を行った（資料 18－３，４）。これをもとに保健管理センターと学生

支援センターが協力して「教職員のための学生サポート•ガイドブック:新訂版」の分冊第１

号「自殺防止のために／学生支援の基本から」を発行•配布した（資料 18－５）。 

  

学生•教職員への啓発活動では，全学的に参加を呼びかけているカウンセリング懇談会，

新採用教員セミナー／新採用職員研修／部局長研修等の各層のニーズに適合した研修，各

部局 FD での講演依頼に応えて実施される研修，相談員役割を担う教職員への研修等，多様

な対象に対して多彩な啓発活動を展開しており，毎年，内容や方法に工夫を加えて一層の充

実を図っている。また，継続的実施については，委員会において年度ごとに実施状況を集約

し，課題と改善策について検討を行っている（資料 18－６～９）。 

26 年度からは，学生への啓発プログラムの充実を図って，新入生オリエンテーション等

に加え，公認サークル代表者研修会，大学院新入留学生オリエンテーション，学部新入留学

生オリエンテーションにおいてもガイダンスを新たに開始した。 
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（資料 18－１）学生支援関係窓口一覧（大岡山） 

 

出典：学生支援課作成資料 

  

学 生 支 援 関 係 窓 口 一 覧 （ 大 岡 山 ） 
Guidance of Student Support in Ookayama 

受付時間 8:30～17:15（土日・祝日・年末年始を除く）※ただし、下記において個別受付時間が記載されている場合を除く 

経済支援 Financial Support 

授業料免除 Tuition Exemption 

入学料免除 Entrance Fee Exemption 

奨学金 Scholarship 

■担当 学生支援課経済支援グループ ■℡ 03-5734-3014 

■E-mail gak.kei@jim.titech.ac.jp ■場所 西 8号館 1階 

 

各種相談 Consultations 

学生相談室 Student Guidance Room 
■℡ 03-5734-2060 ■E-mail gakusei.soudan1@jim.titech.ac.jp 

■場所 本館地下 1階 B-44 号室 ■受付時間 10:00～17:00 

診療・相談 About Medical Care ■℡ 03-5734-2057 03-5734-2065 ■場所 保健管理センター 

カウンセラー相談 By Counselors ■℡ 03-5734-2057 03-5734-2065 ■場所 保健管理センター 

電話相談デスク By Phone ■℡ 03-5734-2134 ■E-mail denwa.soudan@jim.titech.ac.jp 

 

キャリア支援 Career Support 

キャリアアドバイス Career Advice 

■担当 学生支援課支援企画グループ 

■℡ 03-5734-3011, 03-5734-3012  

■E-mail career2@jim.titech.ac.jp  ■場所 東工大蔵前会館（TTF）3階 

就職資料室 Career Information Room ■場所 東工大蔵前会館（TTF）3 階 ■受付時間 10:15～17:15 

 

キャンパスライフ支援 Campus Life Support 

保険 Insurance 

サークル Club Activity 

体育施設 Sports Facilities 

■担当 学生支援課生活支援グループ ■℡ 03-5734-3015 

■E-mail gak.sei@jim.titech.ac.jp ■場所 西 8号館 1階 

アルバイト  Part-time Job 
■担当 学生支援課支援企画グループ ■℡ 03-5734-3011, 03-5734-3012 

■E-mail gak.sie@jim.titech.ac.jp ■場所 西 8号館 1階 

家庭教師 Private Teacher 
■℡ 03-5734-2060 ■E-mail gakusei.soudan1@jim.titech.ac.jp 

■場所 本館地下 1階 B-44 号室 ■受付時間 10:00～17:00 

 

学生寮 Dormitories 

松風学舎・松風留学生会館・ 

梅が丘留学生会館・駒場留学生会館・

Nagatsuta House・Aobadai House・ 

大岡山国際交流ハウス 

■担当 学生支援課生活支援グループ ■℡ 03-5734-3013, 03-5734-7648 

■E-mail gak.sei@jim.titech.ac.jp ■場所 西 8号館 1階 

 

留学生支援 Support for International Students 

国費留学生  MEXT Scholarship 

在留期限更新 Extension of Period of Stay 

VISA コンサルティング Visa Consulting  

■担当 学生支援課生活支援グループ ■℡ 03-5734-3013, 03-5734-3015 

■E-mail gak.sei@jim.titech.ac.jp ■西 8号館 1階 
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（資料 18-２）学生相談活動・体制に関する現状と課題 

 

平成 25～26 年度における学生相談活動•体制に関する 

現状及び充実に向けての課題分析 

 

学生支援センター相談部門：カウンセリング・ハラスメント対策企画委員会 

＜前提＞ 

＊相談活動：学生の個別ニーズに応える＝学生支援の土台／大学教育・環境を映す鏡 

 ＊相談の 3本柱（ガイダンス・カウンセリング・メンタルヘルス）を出発点に <＊註>  

 ⇒ 多彩な相談窓口の設置とネットワーク化 （図１参照） 

   （以下、「サポート窓口における現状」、「課題の整理」、「対策案」の順にまとめる。） 

 <＊註：順に[教職員による学生相談室での相談],[心理カウンセラーによる相談],[精神科医による相談]をさす> 

 

１．サポート窓口における現状 

 

1-1 ガイダンス（教員が対応） 

学生相談室 

相談件数 ６２２ [大：２２８、す：３９４]（Ｈ２５年度）（延べ人数） 

相談件数 ４５４ [大：２００、す：２５４]（Ｈ２６年度）（１２月現在延べ人数） 

① 室長、副室長に相談が集中しがち。 

② 相談員の資質と研修に関する課題（選出プロセス／適切な対応スキルの習得） 

③ 受付＆インテーク機能の重要性（連携の出発点：学内に通じた受付事務の方）を考慮して。 

 ⇒ 全国的に見ても機能している（教職員にとっても、支援意識を高める貴重な機会） 

 ⇒ 相談システム全体の総合窓口としても機能 “迷った場合はまず学生相談室へ” 

 

1-2 カウンセリング (心理カウンセラーが対応) 

 保健管理センター 

 相談件数 ４，２４０ [大：３，３８１、す：８５９]（Ｈ２５年度） 

３，３８４ [大：２，７９２、す：５９２]（Ｈ２６年度４月～１２月） 

 

① 量的課題：全国平均を大幅に上回る担当件数：専任１名＋准専任２名（特任教授＆講師）

＋非常勤５名 

② 質的課題：困難事例（事件性／引きこもり系／自殺関連）ゆえの長期化・深刻化、ハラス

メント相談への関わり（危機管理、責任体制、心理的負担～非常勤依存率が高い中での） 

③ 運営上の課題：専任１名が学生支援全体でも実質唯一ゆえ、業務負担が過剰、非常勤と相

互連携をとる時間的余裕がない。発達障害的な学生の支援、留学生への英語対応も課題に。 

⇒ 量的・質的にはさらに厳しい状況。将来的には、准専任が完全な専任として雇用されること

が必須。（とくにすずかけ台）。また、平成 24 年 12 月より附属科学技術高校（田町）におけるス

クールカウンセリングも開始。 

2015.1.19. 



教育推進室（入試室） 

176 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 18－３）カウンセリング・ハラスメント対策企画委員会策定 自殺防止要約 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 18－４）カウンセリング・ハラスメント対策企画委員会策定 自殺防止説明版 

 

                  （以下省略） 

            出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 18－５）教職員のための『学生サポート・ガイドブック』 

 

                 （以下省略） 

           出典：学生支援課作成資料 

  

 

教職員のための  

『学生サポート・ ガイドブック新訂版』

 
【分冊第 1号】 

テーマ  自殺防止のために／学生支援の基本か

ら  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

作成：東京工業大学   保健管理センター  
協力：東京工業大学   学生支援センター相談部門   カウ

ンセリング・ハラスメント対策企画委員会  
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（資料 18－６）教職員研修の実施状況（平成 23 年度） 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 18－７）学生支援関係教職員研修一覧表（平成 24 年度） 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 18－８）学生支援関係教職員研修一覧表（平成 25 年度） 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 18－９）啓発活動提言（Co_H-WG 平 24 年度版） 

 
（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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中期計画【19】「学勢調査の内容及び実施体制を充実し，学生の意見を大学運営に反映す

る。」に係る状況 

学勢調査の実施のため WG を置き，学生支援課の協力の下，学生スタッフが主導となって

調査を実施する運営体制を構築した。25 年度からは，WG の業務の明確化のため，学生支援

センター自律支援部門の下に置くこととし，22，24，26 年度と隔年で調査を実施した。調

査は，学生の有志が質問項目の検討，調査結果の集計・分析を行い，学生のニーズの動向等

について特に重要と思われる項目について提言書としてまとめ，提言書を学長に直接手渡

した。WG の教職員は，学生スタッフに対して適宜アドバイスを行った（資料 19－１）。 

 

さらに，実施体制の充実として，学生モニター制度（仮称）の導入を学勢調査2010の提

言に盛り込み，28年度から実施すべく準備を行っている。学生モニターとは，各学科・専

攻から抽出された複数名の学生達によって構成されるグループで，①調査の結果を踏まえ

た大学の取組みを，学科・専攻の学生に伝達する，②学生側の意見を集める，などの役割

を持つ（資料19－２）。 

 

調査・提言内容については，学勢調査 2010 までの調査内容をベースに，学勢調査 2012 で

は東日本大震災を受けて防災関連事項について，学勢調査 2014 では教育改革に関連する事

項について新たに盛り込み，大学の情勢に対応した内容となるよう検討がされている（資料

19－３）。 

 

23，25，27 年度には，それぞれの前年度に行った調査の提言を受け，学生の意見を大学

運営に反映すべく対応を行い，その対応内容は，ホームページに掲載している（資料 19－

４）。 
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（資料 19－１）学勢調査提言書 

 

出典：学生支援センター自立支援部門ホームページ

http://www.siengp.titech.ac.jp/gakuseichousa/ 
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（資料 19－２）学生モニター制度 

 

出典：学勢調査ＷＧ作成資料 
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（資料 19－３）提言内容（学生調査 2014 抜粋） 

 

出典：学生調査 2014 
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（資料 19－４）提言に対する大学の対応 

 

出典：学勢調査 2012ＷＧ作成資料 
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中期計画【20】「キャンパスガイド，広報サポート，ピアサポート等，広い視野を養う機

会となる場を積極的に提供し，学生による活動を大学運営に活用する。」に係る状況 

キャンパスガイド，広報サポート，ピアサポート等，広い視野を養う機会となる場を積極

的に提供するため，学生サポーターを支援する仕組みを整備・強化する必要があるとの認識

の下，サポーター制度の支援体制に関する検討を行い，従来の一律に支援する在り方を改め，

学生支援センター運営委員会において，支援体制の改善策を策定した（資料 20－１～４）。 

 

各種学生サポートの内容についても精査し，それぞれの担当部署を決定し，サポーター制

度の支援と活用を実施した（資料 20－５～９）。学生による各種サポーター活動については，

（資料 20－10）のように大学運営に活用している。 

 

27 年度においては新たに，教育革新センターにおける MOOCs のコンテンツの制作に学生

が TA として協働することが始まり，28 年度以降さらに学生同士の相互学修を充実させる予

定である（資料 20－11）。 
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（資料 20－１）学生サポーター制度支援体制 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 20－２）学生サポーター制度の改善と活用方策 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 20－３）学生サポーター制度支援体制のイメージ 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 20－４）サポーター活動一覧 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 20－５）各種学生サポートの担当部署 

(１)学生支援課：学勢調査 

(２)学生支援センター：ピアサポート，地域貢献サポート，学生ボランティアサポート 

(３)広報センター：キャンパスガイド，広報サポート 

(４)附属図書館：図書館サポーター 

(５)施設総合企画課：省エネサポーター 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 20－６）ピアサポート制度 

 

（以下省略） 

出典：学生支援センターホームページ 
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（資料 20－７）図書館サポーター，キャンパスガイド，広報サポート制度 

 

（以下省略） 

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/enrolled/extracurricular/jobs_campus/index.html 
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（資料 20－８）学生ボランティアサポーター制度 

 

（以下省略） 

出典：学生支援センターホームページ 

 

（資料 20－９）地域貢献サポーター（スクールパートナー） 

 

（以下省略） 

出典：学生支援センターホームページ 
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（資料 20－10）学生による各種サポーター活動の活用事例 

(１)学勢調査 

調査・結果のまとめ，大学への提言，大学からのフィードバックを継続して行ってい

る。 

 

(２)ピアサポート 

新入生への履修相談，課外活動相談等に対して先輩学生からの視点でアドバイスを行

っている。また，オープンキャンパスにおいて，高校生への進路相談や学習相談に対

してアドバイスを行っており，また地域貢献サポートは，平成 27 年度は本学から７

名の学生が大田区内の中学校の指導補助を実施した。さらに学生ボランティアサポー

トについては，ホームカミングデーと工大祭での被災地（山田町）の物産展の出展，

防災訓練の学生への広報と個別訓練の協力，大岡山駅前花壇メインテナンスにおいて

地元自治会への協力を行い，学内行事や地元への貢献を行った（資料 20－12～14）。 

 

(３)キャンパスガイド 

本学を志望する高校生に対し，案内を行い，志願者の定着に取り組んでいる。また，

広報サポートにより受験生向けの大学広報誌の記事更新をウェブサイト上で行って

いる。また，学内イベントや雑誌記者の対応を行い，広報活動を推進している（資料

20－15，16）。 

 

(４)図書館サポーター 

図書館の広報や図書館利用者の支援等で図書館の活動の活性化に寄与している（資料

20-17）。 

 

(５)省エネサポーター 

学内の建物のエネルギーの使用の調査を通じて，学内の省エネ意識の向上に貢献して

いる（資料 20-18）。 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 20－11）MOOCs コンテンツ制作 TA 実績 

 

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/education/stories/online_lectures.html 
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＊以降（資料 20－12～18）は，学生による活動を大学運営に活用するその他の事例に関す

る資料 

 

（資料 20－12）ピアサポーター取組実績 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

 

（資料 20－13）地域貢献サポート 

 

  

開催日数 件数 人数 開催日数 件数 人数 開催日数 件数 人数 開催日数 件数 人数 開催日数 件数 人数 開催日数 件数 人数

４月 8 42 59 8 32 42 9 26 37 9 24 33 10 7 7 13 35 57

5月 - - - - 1 3 - - - - - - - - - - - -

6月 - - - （１） （44） （58） - - - - - - - - - - - -

７月 - - - - - - （1） （52） （61） （1） (27) (36) - - - - - -

８月 - - - - - - - - - - - - （1） (43) （52） (1) (59) (85)

9月 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

１０月 7 5 9 7（2） 3（40） 3（59） 4（2） （36） （55） （2） （60） （64） 7 0 0 8 0 0

１１月 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

１２月 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

１月 - - - - - - - - - - - - - - -

２月 - - - - - - - - - - - - - - -

３月 - - - - - - - - - - - - - - -

計 15 47 68 18 120 165 9 114 153 12 111 133 18 50 59 22 94 142

日 件 名 日 件 名 日 件 名 日 件 名 日 件 名 日 件 名

H22 H23 H24 H25 Ｈ26 H27

15 10 19 16 17 15

22 年度 24年度

＜ピアサポーター登録人数＞

＜ピアサポートサービス利用者数＞

25年度 26年度 27年度23年度

平成２７年度 大田区内 地域貢献サポーター指導補助実績 

 

【区立石川台中学校】 

  学  部  ３ 年 生 ２名  男子学生 

  大学院修士課程１年生 １名  男子学生 

 

【区立大森第六中学校】 

  学  部  ２ 年 生 ２名  男子学生１名 女子学生１名 

  学  部  ３ 年  生 １名  男子学生 

  大学院修士課程１年生 １名  女子学生 

 

以 上 

 

出典：学生支援センター自律支援部門作成資料 
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（資料 20－14）平成 27 年度の VG 活動報告（ボランティアサポート） 

 

出典：学生支援課作成資料 
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（資料 20－15）キャンパスガイド取組実績 

 

出典：学生支援課作成資料 

 

（資料 20－16）広報サポート活動実績 

 
出典：学生支援課作成資料 

  

＜キャンパスツアー実施状況＞
22年度（回） 23年度（回） 24年度（回） 25年度（回） 26年度（回） 27年度（回）

４月 1 0 3 2 3 0
５月 8 2 5 1 4 1
６月 5 3 3 2 7 4
７月 12 9 7 7 9 7
８月 8 4 7 8 5 3
９月 2 4 4 2 3 3
１０月 8 7 8 10 9 6
１１月 5 7 8 6 4 4
１２月 1 3 1 3 6 5
１月 2 2 1 0 2
２月 3 4 0 0 0
３月 2 5 2 5 3

計 57 50 49 46 55 33

＜キャンパスガイド登録人数＞
22年度（人） 23年度（人） 24年度（人） 25年度（人） 26年度（人） 27年度（人）

50 55 75 118 109 117
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（資料 20－17）図書館サポーター活動実績 

 

（以下省略） 

図書館サポーターの活動について 

2016.1.20 

情報図書館課 

 

◯図書館サポーター人数 

 

平成22年

度 

19 名（大岡山 14 名、すずかけ台 5名） 

平成23年

度 

26 名（大岡山 21 名、すずかけ台 5名） 

平成24年

度 

25 名（大岡山 22 名、すずかけ台 3名） 

平成25年

度 

25 名（大岡山 22 名、すずかけ台 3名） 

平成26年

度 

25 名（大岡山 22 名、すずかけ台 3名） 

平成27年

度 

27 名（大岡山 23 名、すずかけ台 4名） 

 

◯図書館サポーター活動項目 

 

・図書装備 

・返本、書架整理 

・カウンター業務、開館準備、図書館利用案内 

・蔵書点検のための図書バーコード読み取り作業 

・図書館見学ツアーガイド：高校生、卒業生、ホームカミングデイ、オープンキャンパス、

工大祭 

・新入生向け図書館見学ツアーガイド 

・企画展示：テーマの検討・展示資料の推薦・紹介文の作成・広報物（展示ポスター・配

布用リスト・紹介 POP）の作成 

・ペリパトス文庫関係 ： 選書・ラウンジ展示（装備・紹介 POP作成・図書入替・巡回）・ 

      文庫内ミニ展示（企画・紹介 POP作成・展示の紹介文作成） 

・授業・オリエンテーション補助 

・コンピュータリテラシ授業の資料作成への協力 

・本館 2階学習スペース相談員（業務内容は以下の通り） 

1) サービスの利用案内：図書館サービスの利用案内および学内の各相談室の案内 
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出典：学生支援課作成資料 

（資料 20－18）省エネサポーター取組実績 

 

（以下省略） 

出典：学生支援課作成資料 

 

 

中期計画【39】「科学技術創造立国に貢献する人材育成を目的とする高大連携教育システ

ムについて，不断の検証を実施し，改善を行う。」に係る状況 

科学技術系の専門高校として附属科学技術高等学校が先導的役割を果たすことを目的と

して，附属科学技術高等学校と大学が連携して教育研究活動及び学校運営の改善を図ると

ともに，高大連携教育の内容を精査し，オンキャンパスでの訪問授業，高大連携サマーチ

ャレンジ，サマーレクチャー，課題研究，さきがけ教育を平成22～27 年度に渡って実施

した。さらに平成23 年度には高大連携特別選抜学生の追跡調査を継続して実施し，その

結果を中間報告としてまとめた。調査の結果，平均的な成績評価は一般学生の平均を上回

っているという分析結果を得た。専門知識・理解力・コミュニケーション能力・熱意等の

成績以外の面について行った指導教員による10 項目にわたる評価において，修士学生で

は有意な差はないものの全項目で一般学生を上回り，学部学生でも概ね一般学生より高い

評価を得ているとの結果が得られた。 

この結果を受けて，平成23 年度から新たに高大連携サマーチャレンジに本学附属高校

以外の高校生を見学者として招き，新しい高大連携教育に向けて検証する取り組みを試行

した。また本学附属高校以外の高校生を対象としてウインターレクチャー，さきがけ教育

を実施した。これらの結果を踏まえて，高大連携教育の新しい実施内容・方法を検討し，

平成25 年度には10 校を超える高校教員による評価を受けた。これらをもとに，平成24 

取組人員

（名）

活動

（時間）

取組人員

（名）

活動

（時間）

取組人員

（名）

活動

（時間）

取組人員

（名）

活動

（時間）

取組人員

（名）

活動

（時間）

取組人員

（名）

活動

（時間）

４月 17 50 15 30 35 92 27 52 38 72 35 66

5月 37 96 40 77 49 176 29 93 47 166 41 114

6月 35 93 45 94 61 324 38 153 53 214 44 176

７月 30 98 44 150 52 330 36 188 56 371 43 277

８月 26 86 40 101 48 254 29 110 47 217 33 176

9月 30 81 38 77 52 254 27 84 42 115 30 110

１０月 29 80 37 83 47 272 25 83 45 86 32 90

１１月 28 79 39 101 45 140 25 99 37 71 35 98

１２月 25 62 35 83 42 119 25 160 42 119 30 175

１月 21 59 34 83 42 111 22 152 37 144

２月 17 44 35 87 38 92 19 119 36 139

３月 14 22 29 38 28 43 11 13

計 309 850 431 1,004 539 2,207 313 1,306 480 1,714 323 1,282

H22 H23 H24 H25 H26 H27

53 58 73 49 66 53

22年度 24年度

＜省エネサポーター登録人数＞

＜省エネサポーター取組人員と活動時間：H22～H27年度12月末＞

25年度 26年度 27年度12月23年度

活動中
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年度からはお茶の水女子大学附属高等学校を，平成27 年度からは東京学芸大学附属高等

学校を対象校に加えて高大連携特別選抜を実施するとともに，将来の望ましい高大連携教

育の内容・方法について，より広い視点での検討を行った。 

以上のことから，科学技術創造立国に貢献する人材育成を目的とする高大連携教育シス

テムについて，不断の検証を実施し，その改善を行うという中期計画は，附属高校との高

大連携教育の継続的実施と内容検討による質の向上，附属高校外高校生への敷衍及び在学

生評価，外部高校教員による教育内容評価を実施することで十分に達成された。 


